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一

は
じ
め
に

ア
イ
ゼ
ン
バ
ー
グ
教
授
は
、
一
九
七
六
年
の
彼
の
著
書
で
あ
る
『T

h
e

S
tru

ctu
re

of
T

h
e

C
orporatio

（
１
）

n

』
及
び
以
降
の
一
連
の

論（
２
）

文
な
ど
に
お
い
て
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
モ
デ（
３
）

ル
に
対
す
る
意
見
を
以
下
の
よ
う
に
展
開
し
て
い
る
。
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
モ
デ
ル
に
期
待
さ

れ
る
機
能
と
は
、
経
営
陣
の
内
部
か
ら
で
は
な
く
、
外
部
か
ら
経
営
者
の
権
限
を
制
御
で
き
る
組
織
を
設
置
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
よ

り
効
率
的
に
企
業
の
資
源
を
管
理
し
、
経
営
者
と
株
主
間
の
利
害
の
衝
突
を
調
整
し
、
ひ
い
て
は
企
業
に
よ
る
公
益
へ
の
寄
与
の
改
善

や
収
益
力
を
向
上
す
る
点
に
あ（
４
）

る
。
近
時
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
モ
デ
ル
は
、
経
営
陣
を
制
御
す
る
た
め
の
手
段
と
し
て
重
要
な
役
割
を
果

た
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
て
い（
５
）

る
。

ま
た
、
Ａ
Ｌ
Ｉ
（
米
国
法
律
協
会
）
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
原
則
（
以
下
、
Ａ
Ｌ
Ｉ
原
則
と
い
う
）
で
は
、
取
締
役
会
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
機
能
を
効
果
的
に
遂
行
す
る
た
め
、
取
締
役
会
や
監
査
委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
は
、
少
な
く
と
も
三
人
か
ら
な
る
社
外
者

で
あ
り
、
そ
の
内
、
過
半
数
の
者
は
上
級
執
行
役
員
と
重
要
な
関
係
を
有
し
な
い
独（
６
）

立
し
た
者
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し（
７
）

た
。

李

孝

慶

経
営
監
督
シ
ス
テ
ム
と
し
て
の
監
査
委
員
会
制
度
の
考
察

―
―
日
米
韓
の
近
時
の
改
正
を
中
心
に
―
―
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そ
し
て
、
米
国
に
お
い
て
は
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
モ
デ
ル
が
適
切
に
機
能
す
る
た
め
に
、
取
締
役
会
の
下
に
各
種
の
委
員
会
を
設
置
す

る
方
法
が
採
用
さ
れ
て
い（
８
）

る
。
委
員
会
制
度
は
基
本
的
に
会
社
業
務
の
特
定
の
側
面
を
監
督
す
る
責
任
を
効
果
的
に
遂
行（
９
）

し
、
ま
た
、

会
社
の
利
益
の
た
め
、
特
別
な
知
識
を
使
う
な
ど
、
時
間
的
な
余
裕
が
な（
１０
）

い
社
外
取
締
役
が
直
面
す
る
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に
考
案

さ
れ
た
制
度
と
言
わ
れ
て
い（
１１
）

る
。
Ａ
Ｌ
Ｉ
原
則
で
は
、
会
社
構
造
に
関
し
て
一
定
規
模
の
大
企
業
は
、
監
査
委
員
会
以
外
に
、
指
名
委

員
会
、
報
酬
委
員
会
を
取
締
役
会
の
下
に
設
置
す
る
こ
と
を
勧
告
し
て
い（
１２
）

る
。

ち
な
み
に
、
経
営
監
督
シ
ス
テ
ム
と
し
て
は
、
従
来
か
ら
米
国
の
よ
う
な
取
締
役
会
中
心
の
一
元
制
と
、
ド
イ
ツ
の
よ
う
な
二
元
制

を
想
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
言
わ
れ
て
き
た
。
そ
し
て
、
米
国
型
で
は
、
取
締
役
会
の
監
督
機
能
を
強
化
す
る
た
め
、
社
外
取
締
役

と
委
員
会
制
度
の
拡
充
が
図
ら
れ
て
き
た
の
で
あ
る
。
特
に
、
一
九
九
〇
年
代
以
降
、
米
国
企
業
が
構
造
改
革
な
ど
を
通
し
て
国
際
競

争
力
を
回
復
し
た
た
め
、
米
国
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
長
所
に
関
心
が
集
ま
る
よ
う
に
な
っ
た
。
し
か
し
、
二
〇
〇
一
年

に
は
、
エ
ン
ロ
ン
社
の
破
綻
な
ど
に
見
ら
れ
る
会
計
不
正
事
件
が
連
続
的
に
発
生
し
た
た
め
、
米
国
は
、
企
業
に
対
す
る
投
資
家
の
信

頼
を
回
復
す
る
た
め
に
、
経
営
者
へ
の
監
視
・
監
督
を
強
化
す
る
た
め
の
改
正
を
行
っ
て
い（
１３
）

る
。
一
方
、
ド
イ
ツ
で
は
、
企
業
は
、
監

査
役
会
の
場
で
の
労
使
の
利
害
調
整
の
下
で
、
重
要
な
経
営
方
針
の
決
定
や
取
締
役
会
の
監
視
を
行
っ
て
き
た
。
現
在
、
こ
う
し
た
伝

統
を
残
し
つ
つ
、
経
営
の
監
視
と
執
行
を
分
離
す
る
機
構
改
革
が
進
行
中
で
あ
り
、
監
査
役
会
の
中
に
監
査
委
員
会
と
報
酬
・
指
名
な

ど
の
役
割
を
も
つ
各
種
の
委
員
会
を
設
け
る
な
ど
、
米
英
の
制
度
に
近
づ
き
つ
つ
あ
る
。
ド
イ
ツ
に
お
け
る
取
締
役
会
は
、
米
企
業
の

執
行
役
員
会
に
相
当
す
る
役
割
を
担
う
こ
と
に
な（
１４
）

る
。

韓
国
の
場
合
は
、
一
九
九
七
年
の
Ｉ
Ｍ
Ｆ
危
機
を
契
機
と
し
て
、
経
営
の
透
明
性
確
保
に
重
点
を
お
い
た
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ

ン
ス
に
関
す
る
制
度
の
作
業
を
推
進
し
て
き
た
。
そ
の
結
果
、
米
国
型
監
査
委
員
会
、
社
外
取
締
役
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
に
よ
っ
て

企
業
統
治
を
改
善
し
て
き
た
が
、
そ
の
成
果
は
い
ま
だ
十
分
な
水
準
で
は
な
い
と
評
価
さ
れ
て
い
る
。
一
方
、
日
本
で
は
平
成
十
五
年

論 説
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四
月
か
ら
社
外
取
締
役
中
心
の
各
種
委
員
会
制
度
と
執
行
役
員
制
度
を
導
入
し
た
こ
と
（
商
法
特
例
法
二
一
条
の
五
、
二
一
条
の
七
第

三
項
、
二
一
条
の
一
二
）（
１５
）

は
、
米
国
型
の
企
業
統
治
の
効
率
性
が
一
定
の
範
囲
で
認
め
ら
れ
た
と
考
え
る
。

日
本
に
お
い
て
、
委
員
会
設
置
会
社
制
度
を
採
用
す
る
こ
と
は
、
従
来
の
監
査
役
制
度
を
廃
止
し
、
そ
の
代
わ
り
に
取
締
役
会
の
内

部
機
関
と
し
て
各
種
委
員
会
を
設
置
す
る
こ
と
で
、
経
営
を
監
視
（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
）
す
る
と
い
う
仕
組
み
を
導
入
す
る
こ
と
で
あ
り
、

米
国
型
に
類
似
し
た
経
営
監
督
シ
ス
テ
ム
を
採
用
す
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
そ
し
て
、
そ
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
構
造
の

中
で
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
中
心
的
役
割
を
担
う
機
関
の
一
つ
が
監
査
委
員
会
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
企
業
経
営
の
効
率
性
を

確
保
し
、
経
営
陣
の
経
営
に
対
す
る
効
果
的
な
監
督
を
す
る
た
め
に
は
、
各
監
査
委
員
の
独
立
性
の
確
保
が
極
め
て
重
要
で
あ
る
こ
と

と
、
既
存
の
取
締
役
会
の
形
骸
化
を
改
善
し
、
そ
の
機
能
を
活
性
化
す
る
方
策
の
一
つ
と
し
て
委
員
会
制
度
を
活
用
す
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
と
い
う
認
識
か
ら
、
米
国
法
・
日
本
法
・
韓
国
法
に
お
け
る
監
査
委
員
会
に
関
す
る
法
制
を
比
較
検
討
す
る
。
そ
の
具
体
的
な

方
法
と
し
て
は
、
ま
ず
、
米
国
に
お
け
る
委
員
会
制
度
の
歴
史
的
背
景
と
委
員
会
制
度
に
関
す
る
各
種
の
法
規
範
を
確
認
し
た
上
で
、

米
国
の
最
近
の
改
正
内
容
を
分
析
し
、
そ
れ
ら
米
国
法
の
検
討
か
ら
独
自
の
監
査
委
員
会
制
度
を
導
入
し
た
日
本
法
と
韓
国
法
へ
の
示

唆
を
得
て
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
モ
デ
ル
へ
の
転
換
に
伴
う
幾
つ
か
の
争
点
を
検
討
し
た
い
と
考
え
る
。

二

委
員
会
制
度
の
理
論
的
背
景

（
一
）
委
員
会
制
度
の
必
要
性

（
１
）
効
率
性
及
び
専
門
性
の
確
保

取
締
役
会
は
合
議
制
の
機
関
で
あ
る
た
め
、
会
議
を
開
催
す
る
こ
と
を
中
心
に
そ
の
機
能
を
行
う
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
現
実
に

は
、
会
議
を
頻
繁
に
開
く
こ
と
は
困
難
で
あ
り
、
そ
の
規
模
や
会
議
時
間
な
ど
を
鑑
み
る
と
、
満
足
で
き
る
成
果
を
得
る
こ
と
は
難
し

経営監督システムとしての監査委員会制度の考察
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い
こ
と
も
多
い
。
そ
こ
で
、
特
定
の
問
題
に
対
し
て
は
取
締
役
会
の
中
に
委
員
会
を
設
置
し
、
そ
の
委
員
会
に
当
該
問
題
を
検
討
さ
せ
、

そ
の
結
果
を
取
締
役
会
に
報
告
す
る
制
度
を
採
用
す
る
こ
と
が
有
益
で
あ
る
。
委
員
会
を
設
置
す
る
こ
と
で
、
重
要
な
問
題
を
専
門
的

・
効
果
的
に
検
討
す
る
こ
と
が
期
待
で
き（
１６
）

る
。
特
に
、
取
締
役
会
の
形
骸
化
が
問
題
に
な
る
状
況
に
お
い
て
は
、
こ
の
よ
う
な
機
能
を

委
員
会
に
求
め
る
こ
と
で
、
形
骸
化
と
い
う
状
況
を
打
開
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

な
お
、
取
締
役
会
に
関
す
る
世
界
的
な
研
究
機
関
で
あ
るC
on

feren
ce

B
oard

の
報
告
書
で（
１７
）

は
、
委
員
会
制
度
の
長
所
は
取
締
役

会
活
動
の
効
率
化
・
専
門
化
及
び
客
観
性
の
確
保
に
あ
る
と
い
う
。
委
員
会
の
構
成
員
は
、
通
常
は
少
数
（
三
―
五
名
程
度
）
で
あ
り
、

少
数
の
委
員
に
よ
る
合
議
に
よ
っ
て
、
効
率
的
・
専
門
的
な
問
題
の
処
理
が
可
能
と
な
る
。
ま
た
、
社
外
取
締
役
を
委
員
と
し
た
場
合

に
は
、
客
観
的
・
公
正
的
な
判
断
が
さ
れ
る
こ
と
も
期
待
で
き
る
。
故
に
、
同
報
告
書
に
お
い
て
は
、
監
査
委
員
会
と
指
名
委
員
会
は
、

ほ
と
ん
ど
社
外
取
締
役
で
構
成
さ
れ
る
べ
き
と
指
摘
し
て
い
る
。
も
っ
と
も
、
同
報
告
書
で
は
、
委
員
会
制
度
の
短
所
と
し
て
、
委
員

で
は
な
い
取
締
役
と
委
員
で
あ
る
取
締
役
の
間
で
、
委
員
会
に
お
い
て
検
討
さ
れ
た
事
項
に
対
し
そ
の
責
任
の
限
界
が
不
明
な
場
合
が

生
じ
る
た
め
、
委
員
で
は
な
い
取
締
役
が
そ
の
事
項
に
対
し
て
無
関
心
に
な
る
恐
れ
が
あ
る
と
い
う
点
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

（
２
）
取
締
役
会
の
客
観
性

取
締
役
会
に
よ
る
業
務
執
行
の
監
督
の
客
観
性
を
担
保
す
る
た
め
に
は
、
そ
の
公
正
な
判
断
の
確
保
が
極
め
て
重
要
で
あ
る
。
こ
の

点
、
取
締
役
会
の
客
観
性
が
時
に
歪
め
ら
れ
る
要
因
と
し
て
、
最
高
執
行
役
員
（
以
下
、「
Ｃ
Ｅ
Ｏ
」
と
い
う
）
が
取
締
役
を
選
任
す

る
実
質
的
な
権
力
を
持
っ
て
い
る
た
め
、
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
責
任
が
問
題
に
な
る
よ
う
な
場
合
に
、
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
影
響
に
よ
っ
て
、
取
締
役
会
の

判
断
が
歪
め
ら
れ
る
と
い
う
点
が
挙
げ
ら
れ
る
。
そ
こ
で
、
こ
の
問
題
を
改
善
す
る
た
め
に
は
、
権
力
を
Ｃ
Ｅ
Ｏ
か
ら
分
離
す
る
必
要

が
あ
る
。
そ
の
方
法
と
し
て
は
、
指
名
委
員
（
１８
）

会
制
度
の
導
入
・
拡
大
と
社
外
取
締
役
の
独
立
性
を
配
慮
し
た
委
員
会
制
度
中
心
の
活
動

の
強
化
が
考
え
ら
れ
る
。

論 説
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（
３
）
監
査
・
監
督
機
能
の
強
化

取
締
役
会
の
委
員
会
の
中
で
は
、
監
査
委
員
会
は
特
に
重
要
視
さ
れ
て
い
る
。
監
査
委
員
会
が
社
外
取
締
役
で
構
成
さ
れ
、
経
営
陣

か
ら
の
独
立
性
が
確
保
さ
れ
る
こ
と
で
、
内
部
監
査
の
客
観
性
の
強
化
と
社
外
取
締
役
に
対
す
る
情
報
提
供
及
び
財
務
報
告
書
の
信
頼

性
の
確
保
な
ど
に
よ
り
経
営
監
督
の
効
果
が
高
ま
る
。

（
二
）
米
国
に
お
け
る
委
員
会
制
度
の
歴
史

米
国
の
各
州
の
会
社
法
は
取
締
役
会
に
業
務
執
行
に
関
す
る
意
思
決
定
権
限
と
役
員
な
ど
に
対
す
る
監
督
権
を
認
め
て
い
る
。
し
か

し
、
普
通
法
（com

m
on

law
）
に
よ
れ
ば
、
取
締
役
会
は
会
社
の
経
営
権
の
一
部
分
を
委
任
で
き
る
の
で
、
取
締
役
や
役
員
、
使
用

人
な
ど
で
構
成
さ
れ
る
委
員
会
を
設
置
し
て
、
こ
れ
に
取
締
役
会
の
権
限
と
機
能
を
委
任
す
る
こ
と
が
行
わ
れ
て
き（
１９
）

た
。
も
っ
と
も
、

初
期
は
裁
量
の
余
地
が
な
い
（m
in

isterial
）
権
限
と
裁
量
可
能
な
（discretion

ary

）
権
限
を
区
分
し
て
前
者
の
委
任
の
み
が
認

め
ら
れ
て
き（
２０
）

た
。
ま
た
、
普
通
法
に
よ
れ
ば
、
取
締
役
会
の
閉
会
中
、
取
締
役
で
構
成
さ
れ
る
執
行
委
員
会
を
設
置
し
、
こ
れ
に
会
社

の
経
営
に
関
す
る
一
時
的
な
意
思
決
定
権
限
を
委
任
す
る
こ
と
が
で
き
た
が
、
従
来
、
そ
の
権
限
の
範
囲
は
不
明
瞭
で
あ
り
委
員
会
に

委
任
で
き
な
い
権
限
ま
で
委
任
さ
れ
る
傾
向
が
あ
っ
た
。
そ
こ
で
、
委
員
会
に
対
す
る
規
定
が
州
の
立
法
に
よ
っ
て
成
立
し
、
委
員
会

の
権
限
の
範
囲
が
明
確
化
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ（
２１
）

た
。
し
か
し
、
現
在
の
判
例
と
制
定
法
は
裁
量
の
余
地
が
な
い
権
限
だ
け
で
は
な
く
、

裁
量
的
権
限
の
行
使
ま
で
も
委
員
会
に
委
任
で
き
る
よ
う
に
認
め
る
傾
向
が
あ（
２２
）

る
。
な
お
、
現
在
、
各
州
の
会
社
法
は
、
委
員
の
選
任

手
続
と
委
員
会
に
委
任
可
能
な
取
締
役
会
の
権
限
を
詳
細
に
規
定
し
て
い（
２３
）

る
。

米
国
の
大
規
模
公
開
会
社
に
お
い
て
は
、
取
締
役
会
の
構
成
員
の
過
半
数
以
上
が
社
外
取
締
役
で
構
成
さ
れ
る
と
と
も
に
、
各
種
の

委
員
会
が
設
置
・
運
用
さ
れ
て
い
る
の
が
現
状
で
あ
る
。
そ
し
て
、
そ
の
委
員
は
、
全
部
ま
た
は
大
部
分
が
社
外
取
締
役
に
よ
っ
て
構

経営監督システムとしての監査委員会制度の考察
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成
さ
れ
、
大
部
分
の
会
社
に
監
査
委
員
会
、
報
酬
委
員
会
、
執
行
委
員
会
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
他
、
会
社
に
よ
っ
て
は
、
ス
ト

ッ
ク
・
オ
プ
シ
ョ
ン
委
員
会
（stock-option

com
m

ittee

）、
年
金
委
員
会
（pen

sion
com

m
ittee

）、
指
名
委
員
会
な
ど
が
設
置

さ
れ
て
い（
２４
）

る
。

ち
な
み
に
、
一
九
七
七
年
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
一
般
的
な
公
開
会
社
で
は
三
つ
の
委
員
会
が
設
置
さ
れ
て
い
た
（
ま
た
、
大
部
分
の

会
社
で
は
少
な
く
と
も
一
つ
以
上
の
委
員
会
が
置
か
れ
て
い
た
）。
製
造
業
界
で
は
、
監
査
委
員
会
が
九
三
％
、
報
酬
委
員
会
が
九
〇

％
、
執
行
委
員
会
は
八
七
％
、
非
製
造
業
界
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
九
四
％
、
八
九
％
、
八
八
％
の
委
員
会
が
設
置
さ
れ
て
い（
２５
）

た
。
ま
た
、

一
九
八
五
年
調
査
に
よ
れ
ば
、
調
査
対
象
九
五
六
社
の
大
会
社
に
最
も
活
用
さ
れ
て
い
る
主
な
委
員
会
は
、
監
査
委
員
会
、
報
酬
委
員

会
、
執
行
委
員
会
、
指
名
委
員
会
、
財
務
委
員
会
で
あ
る
。
そ
の
設
置
率
は
そ
れ
ぞ
れ
九
七
％
、
八
五
％
、
七
一
％
、
五
〇
％
、
二
八

％
で
あ
る
。
こ
の
数
値
は
監
査
委
員
会
が
一
九
七
二
年
の
調（
２６
）

査
で
は
四
五
％
で
あ
っ
て
、
指
名
委
員
会
が
一
九
七
七
年
の
調（
２７
）

査
で
一
五

％
の
比
率
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
委
員
会
制
度
が
そ
の
数
年
間
で
急
速
に
広
が
っ
た
こ
と
が
分
か
る
。
そ
の
理
由
は
、
一
九
七
八
年
以

来
、
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
（
ニ
ュ
―
ヨ
ー
ク
証
券
取
引
所
）
の
上
場
要
件
と
し
て
、
独
立
の
社
外
取
締
役
で
構
成
さ
れ
る
監
査
委
員
会
の
設
置
が

義
務
付
け
ら
れ
た
こ
と
、
取
締
役
会
の
独
立
性
確
保
に
対
し
て
社
会
的
な
要
求
が
高
ま
っ
た
こ
と
、
ま
た
取
締
役
に
対
す
る
厳
格
な
法

的
責
任
の
追
及
が
増
加
し
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ（
２８
）

る
。

以
上
の
よ
う
な
過
程
を
経
て
、
一
九
九
九
年
の
調
査
に
で
は
、
九
〇
二
社
の
上
場
会
社
の
内
、
一
〇
〇
％
が
監
査
委
員
会
、
九
九
％

が
報
酬
委
員
会
、
七
四
％
が
指
名
委
員
会
を
設
置
す
る
に
至
っ
て
い（
２９
）

る
。

三

米
国
に
お
け
る
監
査
委
員
会
制
度
の
最
近
の
動
向
に
つ
い
て

米
国
の
州
会
社
法
上
、
監
査
委
員
会
の
設
置
は
コ
ネ
チ
カ
ッ
ト
州
を
除
い
て
は
強
制
さ
れ
て
い
な（
３０
）

い
。
し
か
し
、
監
査
委
員
会
が
急
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速
に
増
加
し
た
の
は
前
述
の
通
り
で（
３１
）（
３２
）

あ
る
。

（
一
）
Ｓ
Ｅ
Ｃ
（
証
券
取
引
委
員
会
）
な
ど
の
勧
告

米
国
で
は
監
査
委
員
会
が
七
〇
年
代
後
半
か
ら
急
速
に
増
加
し
た
の
で
あ
る（
３３
）

が
、
そ
の
直
接
の
契
機
と
し
て
は
、
一
九
七
〇
年
代
に

ペ
ン
・
セ
ン
ト
ラ
ル
鉄
道
会
社
の
経
営
破
綻
と
粉
飾
決
算
、
ウ
ォ
ー
タ
ー
ゲ
ー
ト
事
件
で
見
ら
れ
る
ガ
ル
フ
石
油
会
社
の
不
正
な
政
治

現
金
、
ロ
ッ
キ
ー
ド
航
空
会
社
に
よ
る
海
外
で
行
わ
れ
た
賄
賂
事
件
な
ど
、
大
会
社
の
不
正
・
違
法
な
行
為
が
多
数
摘
発
さ
れ
た
こ
と

が
挙
げ
ら
れ（
３４
）

る
。
そ
れ
ら
一
連
の
事
件
に
よ
っ
て
、
公
示
さ
れ
て
い
る
会
社
財
務
諸
表
の
信
憑
性
に
対
す
る
疑
惑
が
浮
か
び
上
が
り
、

外
部
監
査
の
強
化
が
社
会
的
に
主
張
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
ま
た
、
こ
れ
と
同
時
に
会
社
内
部
に
お
い
て
監
査
ま
た
は
統
制
機
能
が

麻
痺
し
た
点
が
指
摘
さ
れ
、
こ
れ
に
対
す
る
改
善
が
要
請
さ
れ
た
。
特
に
、
会
社
の
業
務
執
行
に
対
し
て
監
督
機
能
を
遂
行
す
る
べ
き

取
締
役
会
が
そ
の
役
割
を
果
た
し
て
な
い
と
の
指
摘
は
多
く
、
取
締
役
に
対
す
る
責
任
追
及
を
よ
り
厳
格
に
す
べ
き
で
あ
る
と
の
社
会

的
要
請
は
強
く
な
っ
て
い
た
。
こ
の
よ
う
な
社
会
的
背
景
か
ら
、
米
国
の
公
的
機
関
、
特
に
Ａ
Ｉ
Ｃ
Ｐ
Ａ
（
公
認
会
計
士
業
界
）
と
Ｓ

Ｅ
Ｃ
（
証
券
取
引
委
員
会
）
は
公
開
会
社
に
対
す
る
会
社
の
財
務
諸
表
を
監
査
す
る
独
立
の
監
査
人
（au

ditor

）
を
指
名
し
て
、
監

査
人
と
監
査
業
務
を
協
議
す
る
こ
と
を
任
務
と
す
る
社
外
取
締
役
で
構
成
さ
れ
る
監
査
委
員
会
を
設
置
す
る
こ
と
を
勧
告
し
た
。
更
に

Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
、
一
九
七
四
年
に
会
社
が
株
主
に
送
付
す
る
委
任
状
に
は
監
査
委
員
会
の
有
無
と
そ
の
委
員
の
名
簿
を
記
載
す
る
旨
を
強
制

す
る
開
示
の
原
則
を
採
択
し
た
。
も
っ
と
も
、
監
査
委
員
会
が
決
定
的
に
急
速
に
広
が
っ
た
の
は
、
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
に
よ
る
規
制
の
改
正
か

ら
で
あ
る
。
一
九
七
七
年
に
、
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
は
Ｓ
Ｅ
Ｃ
の
勧
告
に
従
っ
て
、
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
に
上
場
さ
れ
た
す
べ
て
の
会
社
が
、
経
営
者
か
ら

独
立
し
た
社
外
取
締
役
で
構
成
さ
れ
る
監
査
委
員
会
を
設
置
す
る
こ
と
を
義
務
化
し
、
こ
れ
を
上
場
継
続
要
件
と
し
て
規
定
し
た
の
で

あ（
３５
）

る
。
ま
た
、
一
九
八
七
年
に
構
成
さ
れ
た
ト
レ
ッ
ド
ウ
ェ
イ
委
員
会
（T

readw
ay

C
om

m
ission

）（
３６
）

は
、
監
査
の
独
立
性
維
持
の
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た
め
、
監
査
委
員
会
の
必
要
性
を
再
び
強
調
し
て
、
監
査
委
員
会
運
営
指
針
（G

ood
P

ractice
G

u
idelin

es
for

th
e

A
u

dit

C
om

m
ittee

）
を
発
表
し
、
監
査
委
員
会
の
構
成
と
運
営
方
法
な
ど
に
関
す
る
対
策
を
提
示
し
た
。

現
在
、
Ａ
Ｍ
Ｅ
Ｘ
（
ア
メ
リ
カ
ン
証
券
取
引（
３７
）

所
）と
Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ａ
Ｑ
（
米
店
頭
株
式
市（
３８
）

場
）及
び
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
集
ま
り
で
あ
る
ビ
ジ
ネ
ス

・
ラ
ウ
ン
ド
テ
ー
ブ
ル
の
「
会
社
支
配
と
米
国
の
競
争
力
（C

orporate
G

overn
an

ce
an

d
A

m
erican

C
om

petitiven
ess

）」
に

関
す
る
報
告
、
Ａ
Ｂ
Ａ
（
米
国
法
曹
協
会
）
の
取
締
役
指
針
書
（T

h
e

C
orporate

D
irector’s

G
u

ide
B

ook

）
に
お
い
て
も
、
大
規

模
公
開
株
式
会
社
の
取
締
役
会
の
中
に
独
立
的
な
監
査
委
員
会
を
設
置
す
る
こ
と
が
勧
告
ま
た
は
要
求
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
監

査
委
員
会
は
既
に
米
国
に
お
い
て
広
く
確
立
さ
れ
て
い
る
制
度
で
あ（
３９
）

る
。

（
二
）
Ａ
Ｌ
Ｉ
原
則
に
お
け
る
監
査
委
員
会
の
役
割

Ａ
Ｌ
Ｉ
は
、
一
九
九
二
年
に
「
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
原
理
」
を
発
表
し
、
大
規
模
公
開
会
社
の
監
査
委
員
会
に
つ
い
て

次
の
よ
う
な
原
則
を
定
め
た
。
Ａ
Ｌ
Ｉ
原
則
三
・
〇
五
条
で
は
、「
大
規
模
公
開
会
社
は
す
べ
て
監
査
委
員
会
を
設
け
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
監
査
委
員
会
は
、
会
社
の
内
部
監
査
や
外
部
会
計
監
査
人
（extern

al
au

ditor

）
に
よ
る
独
立
性
の
あ
る
監
査
を
経
て
作
成

さ
れ
た
財
務
諸
表
の
監
査
を
通
じ
て
、
取
締
役
会
が
果
た
す
べ
き
年
間
の
会
社
業
務
の
執
行
状
況
を
監
督
す
る
機
能
を
支
援
す
る
も
の

で
あ
る
。
監
査
委
員
会
は
、
少
な
く
と
も
三
名
以
上
の
メ
ン
バ
ー
を
も
っ
て
構
成
し
、
そ
の
メ
ン
バ
ー
は
、
会
社
に
雇
用
さ
れ
て
い
な

い
者
ま
た
は
直
近
二
年
間
に
雇
用
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
者
も
し
く
は
少
な
く
と
も
経
営
執
行
者
（sen

ior
execu

tives

）
と
重
要
な
関

係
に
な
い
者
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
」
旨
を
定
め
る
。
そ
し
て
、
監
査
委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
は
「
取
締
役
会
メ
ン
バ
ー
と

し
て
独
立
し
た
見
地
か
ら
取
締
役
会
に
お
い
て
意
見
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
す
べ
て
の
経
営
執
行
者
と
の
関
係
に
お
い
て
、

経
営
執
行
者
か
ら
全
く
自
由
で
独
立
性
を
持
っ
た
取
締
役
だ
け
で
構
成
す
べ
き
で
あ
る
」
と
さ
れ
る
。
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（
三
）
近
年
の
監
査
委
員
会
を
め
ぐ
る
動
き

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
改
革
は
、
エ
ン
ロ
ン
の
崩
壊
以
前
か
ら
議
論
の
対
象
と
な
っ
て
い
た
が
、
進
行
中
で
あ
っ
た
エ
ン

ロ
ン
破
綻
以
降
は
、
急
速
に
改
革
の
気
運
が
高
ま
っ
た
。
こ
の
議
論
の
出
発
点
に
な
る
の
が
、
一
九
九
九
年
度
の
「
監
査
委
員
会
の
効

率
性
の
改
善
に
関
す
る
ブ
ル
ー
・
リ
ボ
ン
・
コ
ミ
ッ
テ
ィ
ー
の
報
告
と
勧
告
」（R

eport
an

d
R

ecom
m

en
dation

s
of

th
e

B
lu

e

R
ibbon

C
om

m
ittee

on
Im

provin
g

th
e

E
ffectiven

ess
of

C
orporate

A
u

dit
C

om
m

ittees

）
で
あ（
４０
）

る
。
一
九
九
八
年
九
月
、

Ｓ
Ｅ
Ｃ
の
ア
ー
サ
ー
・
レ
ビ
ッ
ト
委
員
長
が
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
大
学
で
「T

h
e

N
u

m
bers

G
am

e

（
不
正
ま
が
い
の
会
計
上
の
数
値
合

わ
せ
を
行
う
こ
と
）」
と
題
す
る
講
演
を
行（
４１
）

い
、
信
頼
に
足
り
る
財
務
報
告
手
続
を
確
保
す
る
た
め
に
は
監
査
委
員
会
の
充
実
が
必
要

だ
と
訴
え
た
。
そ
れ
を
受
け
て
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
と
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
、
Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ａ
Ｑ
に
よ
り
、
ブ
ル
ー
・
リ
ボ
ン
・
コ
ミ
ッ
テ
ィ
ー
が
設
置
さ
れ
、

同
報
告
書
が
ま
と
め
ら
れ
た
。
こ
の
報
告
書
の
目
的
は
、
公
開
会
社
に
よ
る
財
務
情
報
開
示
の
適
法
性
だ
け
で
は
な
く
、
そ
の
質
を
確

保
す
る
た
め
に
、
監
査
委
員
会
を
充
実
さ
せ
る
こ
と
に
あ
っ
た
。
ブ
ル
ー
・
リ
ボ
ン
委
員
会
の
主
な
勧
告
事
項
と
し
て
以
下
の
よ
う
な

も
の
が
挙
げ
ら
れ
る
。
第
一
に
、
会
社
の
監
査
委
員
会
が
最
低
三
人
の
独
立
し
た
取
締
役
か
ら
な（
４２
）

り
、
独
立
し
た
構
成
員
と
言
う
た
め

の
監
査
委
員
の
独
立
性
の
問
題
に
つ
い
て
、
よ
り
厳
格
な
判
断
基
準
を
採
択
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
監
査
委
員
会
全
体
の
独
立
性
を
高

め（
４３
）

る
。
第
二
に
、
監
査
委
員
会
の
各
構
成
員
が
企
業
財
務
に
つ
い
て
の
基
礎
知
識
を
有
す
る
こ
と
を
求
め（
４４
）

る
。
第
三
は
、
内
部
監
査
担

当
役
員
、
外
部
監
査
人
の
独
立
性
を
確
保
す（
４５
）

る
。
第
四
は
、
監
査
委
員
会
と
外
部
監
査
人
が
密
接
に
連
係
し
、
会
社
の
選
択
し
た
会
計

政
策
の
許
容
性
を
判
断
す
る
の
み
に
と
ど
ま
ら
ず
、
そ
の
質
（qu

ality

）
に
つ
い
て
も
協
議
を
行（
４６
）

う
。
こ
れ
ら
一
連
の
勧
告
は
、
社

外
監
査
と
社
内
監
査
が
、
自
由
に
、
そ
し
て
密
接
に
監
査
委
員
会
と
協
議
す
る
こ
と
を
推
進
す
る
こ
と
に
あ（
４７
）

る
。

一
九
九
九
年
、
ブ
ル
ー
・
リ
ボ
ン
・
コ
ミ
ッ
テ
ィ
ー
の
勧
告
を
受
け
た
Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
、
登
録
会
社
に
対
し
、
監
査
委
員
会
の
存
在
と
そ

の
機
能
の
開
示
を
要
求
す
る
新
規
則
を
採
用
し（
４８
）

た
。
ま
た
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
、
Ａ
Ｍ
Ｅ
Ｘ
、
Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ａ
Ｑ
も
上
場
規
則
を
改
正
し
、
監
査
委
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員
会
が
三
名
以
上
の
独
立
性
の
要
件
を
満
た
す
社
外
取
締
役
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
、
そ
の
う
ち
少
な
く
と
も
一
名
以
上
は
財
務
も
し
く

は
会
計
の
専
門
的
知
識
を
有
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
定
め（
４９
）

た
。

（
四
）
エ
ン
ロ
ン
破
綻
以
降
の
監
査
委
員
会
に
関
す
る
改
革

二
〇
〇
一
年
一
〇
月
か
ら
明
ら
か
に
な
っ
た
エ
ン
ロ
ン
社
の
巨
大
な
会
計
不
正
以
降
も
重
大
な
不
正
が
相
次
い
だ
結
果
、
コ
ー
ポ
レ

ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
問
題
は
、
過
去
二
五
年
間
と
は
比
べ
ら
れ
な
い
ほ
ど
米
国
人
の
関
心
を
集
め
て
い（
５０
）

る
。
米
国
政
府
は
、
こ
の
よ

う
な
想
像
を
絶
す
る
会
計
操
作
事
件
で
、
世
界
最
高
の
透
明
性
を
誇
っ
て
い
た
は
ず
の
米
証
券
市
場
や
、
米
企
業
統
治
の
信
頼
が
致
命

的
な
打
撃
を
受
け
た
こ
と
を
認
め
、
具
体
的
な
改
善
策
に
総
力
を
挙
げ
て
い（
５１
）

る
。
二
〇
〇
二
年
七
月
三
〇
日
に
は
、
サ
ー
ベ
ン
ス
・
オ

ク
ス
リ
ー
法
、
い
わ
ゆ
る
米
企
業
改
革
法
（S

arban
se-O

xley
A

ct
of

2002

）
が
制
定
さ
れ
た
。
こ
こ
で
は
、
エ
ン
ロ
ン
事
件
以
降
、

米
企
業
統
治
に
関
す
る
改
革
の
中
で
、
最
も
重
要
な
改
革
で
あ
る
�
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
に
よ
る
上
場
基
準
を
改
正
す
る
提
案
、
�
米
企
業
改
革

法
に
焦
点
を
お
い
て
、
現
行
の
監
査
委
員
会
を
巡
る
法
制
の
主
な
内
容
を
検
討
し
た（
５２
）

い
。

（
１
）
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
の
提（
５３
）

案

Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
の
提
案
は
監
査
委
員
会
の
み
な
ら
ず
、
取
締
役
全
体
に
対
す
る
も
の
で
あ（
５４
）

る
。
ま
ず
、
取
締
役
に
関
し
て（
５５
）

は
、
第
一
に
、

上
場
会
社
の
取
締
役
は
過
半
数
が
独
立
取
締
役
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
る
。
第
二
に
、
上
場
会
社
は
、
独
立
取
締
役
の
み
で
構
成

さ
れ
る
指
名
委
員
会
お
よ
び
報
酬
委
員
会
を
設
置
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
現
行
の
上
場
基
準
が
監
査
委
員
会
の
設
置
の
み
を
強
制
し

て
い
た
の
に
対
し
、
指
名
委
員
会
と
報
酬
委
員
会
の
設
置
を
強
制
し
た
の
が
特
徴
で
あ
る
。
第
三
に
、
取
締
役
が
独
立
取
締
役
と
い
え

る
た
め
に
は
、
取
締
役
が
会
社
と
重
要
な
関
係
を
有
し
な
い
こ
と
と
、
過
去
五
年
間
会
社
の
従
業
員
や
社
外
監
査
人
で
は
な
か
っ
た
こ

と
が
必
要
で
あ
る
。
第
四
に
、
非
業
務
執
行
取
締
役
（n

on
-m

an
agem

en
t

directors

）
が
経
営
陣
に
対
し
て
よ
り
効
果
的
な
チ
ェ
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ッ
ク
機
能
を
果
た
せ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
経
営
陣
を
交
え
な
い
形
で
の
会
議
を
開
催
す
る
こ
と
を
要
求
し
て
い
る
。

次
に
、
監
査
委
員
会
に
関
連
す
る
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
の
提（
５６
）

案
で
あ
る
が
、
第
一
に
、
独
立
性
を
判
断
す
る
従
来
の
基
準
に
加
え
、
取
締
役
と

し
て
の
報
酬
以
外
に
会
社
か
ら
報
酬
を
受
け
取
っ
て
は
な
ら
な
い
こ
と
を
要
求
し
て
い
る
。
ま
た
、
監
査
委
員
会
の
各
メ
ン
バ
ー
は
基

本
的
な
財
務
諸
表
に
関
す
る
専
門
的
な
知
識
を
有
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
い
る
。
第
二
に
、
独
立
の
監
査
人
を
雇
用

・
解
雇
し
、
独
立
監
査
人
と
の
間
の
重
要
な
非
監
査
業
務
関
係
を
承
認
す
る
独
占
的
権
限
が
監
査
委
員
会
に
与
え
ら
れ
て
い
る
。
第
三

に
、
そ
の
他
、
監
査
委
員
会
の
書
面
に
よ
る
設
立
事
項
の
提
起
に
関
し
て
詳
細
な
要
件
を
規
定
し
て
い
る
。
も
っ
と
も
、
エ
ン
ロ
ン
事

件
以
前
に
も
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
の
上
場
基
準
で
は
、
監
査
委
員
会
が
、
三
名
以
上
の
「
独
立
」
の
、「
会
計
上
の
知
識
」（fin

an
cialliteracy

）

を
有
す
る
取
締
役
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
、
そ
の
う
ち
少
な
く
と
も
一
名
が
会
計
も
し
く
は
関
連
す
る
財
務
管
理
の
専
門
能
力
を
有
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い（
５７
）

た
。

（
２
）
米
企
業
改
革
法
に
よ
る
監
査
委
員
会
の
規（
５８
）

制

米
企
業
改
革
法
で
は
、
第
一
に
、
監
査
委
員
会
は
、
外
部
監
査
人
の
任
命
、
報
酬
及
び
監
督
に
つ
い
て
直
接
的
な
責
任
を
負
う
も
の

で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
（
三
〇
一
条
）、
第
二
に
、
外
部
監
査
人
は
、
監
査
委
員
会
に
対
し
て
直
接
報
告
を
行
う
も
の
で
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
定
め
て
い
る
。
こ
の
時
、
監
査
委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
全
員
は
独
立
の
取
締
役
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い（
三
〇
一
条
）。「
独

立
」
の
要
件
と
し
て
、
取
締
役
と
し
て
の
報
酬
以
外
の
い
か
な
る
報
酬
も
発
行
会
社
か
ら
得
て
は
な
ら
ず
、
ま
た
発
行
会
社
お
よ
び
そ

の
子
会
社
の
関
係
者
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。
参
考
と
し
て
、
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
は
、
会
社
株
式
の
二
〇
％
以
上
を
直
接
・
間
接
に
保
有
す
る

監
査
委
員
会
構
成
員
は
、
監
査
委
員
会
の
委
員
長
や
議
決
権
を
有
す
る
委
員
に
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
発
表
し
て
い（
５９
）

る
。
ま
た
、
第

三
に
、
監
査
委
員
会
に
対
し
て
は
、
会
計
、
監
査
等
に
関
し
て
発
行
会
社
が
受
領
し
た
抗
議
等
に
対
処
す
る
手
続
お
よ
び
疑
義
の
あ
る

会
計
な
い
し
監
査
事
項
に
関
す
る
従
業
員
か
ら
の
秘
密
か
つ
匿
名
の
告
発
に
関
す
る
手
続
（
内
部
告
発
手
続
）
を
整
備
し
な
け
れ
ば
な
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ら
な
い
旨
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
（
三
〇
一
条
）。
そ
し
て
、
第
四
に
、
監
査
委
員
会
に
は
、
独
立
の
弁
護
士
そ
の
他
の
必
要
な
ア

ド
バ
イ
ザ
ー
を
雇
用
す
る
権
限
が
認
め
ら
れ
、
ま
た
、
発
行
会
社
は
、
監
査
委
員
会
に
対
し
て
、
外
部
監
査
人
お
よ
び
右
の
ア
ド
バ
イ

ザ
ー
に
対
す
る
報
酬
の
支
払
い
の
た
め
の
適
当
な
財
源
を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
第
五
に
、
本
法
に
お

い
て
は
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
対
し
て
、
監
査
委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
に
一
人
以
上
の
財
務
専
門
家
が
含
ま
れ
て
い
る
か
否
か
を
開
示
す
る
こ
と
を

要
求
す
る
規
則
の
制
定
を
義
務
づ
け
て
い
る
（
四
〇
七
条
）。

こ
れ
ら
の
米
企
業
改
革
法
の
規
制
の
下
で
、
二
〇
〇
三
年
四
月
九
日
に
は
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
よ
る
規
則
が
制
定
さ
れ
、
四
月
二
五
日
か
ら

発
効
し
て
い
る
。
ま
た
、
米
企
業
改
革
法
四
〇
七
条
に
関
し
て
も
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
よ
る
規
則
が
二
〇
〇
三
年
一
月
二
三
日
に
制
定
さ
れ
て

い
る
。
そ
こ
で
は
、
監
査
委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
に
つ
い
て
、
独
立
性
を
強
化
し
、
ま
た
、
専
門
性
を
そ
の
要
件
と
し
、
更
に
、
内
部
告

発
制
度
の
設
置
を
監
査
委
員
会
の
権
限
と
す
る
こ
と
、
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
と
の
利
益
相
反
を
考
慮
し
て
、
独
自
の
専
門
家（
弁
護
士
等
）

を
雇
用
す
る
権
限
が
与
え
ら
れ
た
こ
と
が
注
目
さ
れ（
６０
）

る
。

本
来
、
米
国
の
州
会
社
法
上
、
監
査
委
員
会
の
設
置
は
コ
ネ
チ
カ
ッ
ト
州
を
除
い
て
は
法
律
に
よ
っ
て
監
査
委
員
会
の
設
置
が
強
制

さ
れ
ず
、
会
社
は
自
主
的
に
監
査
委
員
会
を
設
置
し
て
い
る
。
し
か
し
、
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
や
Ａ
Ｍ
Ｅ
Ｘ
、
Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ａ
Ｑ
で
は
上
場
基
準
と

し
て
監
査
委
員
会
の
設
置
を
要
求
し
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
規
則
に
お
い
て
は
監
査
委
員
会
に
関
す
る
情
報
開
示
要
件
を
規
定
し
て
い（
６１
）

る
。
そ
し
て
、

今
回
の
米
企
業
改
革
法
は
す
べ
て
の
上
場
会
社
に
独
立
性
を
有
す
る
監
査
委
員
会
の
設
置
を
強
制
し
て
い
る
点
で
そ
の
意
味
が
大
き
い
。

四

米
国
の
監
査
委
員
会
制
度
改
革
か
ら
の
示
唆

（
一
）
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
モ
デ
ル
に
お
け
る
社
外
取
締
役
の
役
割

こ
れ
ま
で
米
国
に
お
け
る
最
近
の
監
査
委
員
会
を
め
ぐ
る
動
き
を
概
観
し
た
。
監
査
委
員
会
が
そ
の
経
営
監
督
機
能
を
実
行
す
る
た
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め
に
は
、
米
国
の
よ
う
に
監
査
委
員
会
の
委
員
で
あ
る
取
締
役
の
独
立
性
が
保
障
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
監
査
委
員
会
の
職
務
は
、

財
務
・
計
算
書
類
の
審
査
お
よ
び
会
計
監
査
人
と
の
連
携
を
通
し
て
、
経
営
陣
の
業
績
評
価
の
前
提
と
な
る
会
計
情
報
・
数
値
の
正
確

さ
を
確
保
し
、
ま
た
法
遵
守
・
リ
ス
ク
管
理
の
た
め
の
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
が
適
切
に
機
能
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
定
期
的
に
チ
ェ
ッ

ク
す
る
こ
と
に
あ（
６２
）

る
。
そ
し
て
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
モ
デ
ル
に
お
い
て
社
外
取
締
役
制
度
は
基
本
的
な
前
提
で
あ（
６３
）

り
、
取
締
役
会
の
運
営

に
お
い
て
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
適
切
に
行
う
た
め
に
、
監
査
委
員
会
を
設
置
・
運
営
し
、
社
外
取
締
役
に
監
査
委
員
を
担
当
さ
せ
て
い

る
。
米
国
型
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
モ
デ
ル
と
不
可
分
の
存
在
と
し
て
社
外
取
締
役
が
必
要
で
あ（
６４
）

り
、
監
査
委
員
会
が
そ
の
経
営
監
督
機
能

を
実
行
す
る
た
め
に
は
、
監
査
委
員
会
に
お
い
て
経
営
陣
と
独
立
し
て
い
る
独
立
取
締
役
が
ど
の
程
度
構
成
さ
れ
て
い
る
か
が
重
要
で

あ
る
。

本
稿
で
は
、
次
に
、
最
近
の
米
国
に
お
け
る
監
査
委
員
会
制
度
の
規
定
を
中
心
に
、
日
本
・
韓
国
と
の
比
較
検
討
を
行
う
。
監
査
の

独
立
性
を
確
保
す
る
た
め
に
取
締
役
の
独
立
性
を
い
か
に
確
保
す
る
か
と
い
う
点
に
着
目
す
る
と
と
も
に
、
日
本
と
韓
国
の
現
行
法
上

の
問
題
点
を
踏
ま
え
て
、
監
査
委
員
会
を
効
率
的
に
運
営
す
る
た
め
の
幾
つ
か
の
争
点
を
取
り
上
げ
て
検
討
す
る
こ
と
に
し
た
い
。

（
二
）
監
査
委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
の
構
成

米
国
の
場
合
は
、
前
述
の
よ
う
に

ビ
ジ
ネ
ス
・
ラ
ウ
ン
ド
テ
ー
ブ
ル
の
報
告
書
と
Ａ
Ｂ
Ａ
の
取
締
役
指
針
書
に
お
い
て
も
、
大
規

模
公
開
株
式
会
社
の
取
締
役
会
の
中
に
、
独
立
的
な
監
査
委
員
会
を
設
置
す
る
こ
と
が
勧
告
ま
た
は
要
求
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
Ｎ

Ｙ
Ｓ
Ｅ
、
Ａ
Ｍ
Ｅ
Ｘ
、
Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ｑ
も
上
場
規
則
を
改
正
し
、
監
査
委
員
会
が
三
名
以
上
の
独
立
性
の
要
件
を
満
た
す
独
立
取
締
役
に

よ
っ
て
構
成
さ
れ
る
こ
と
を
原
則
と
し
た
。
米
企
業
改
革
法
の
三
〇
一
条
は
、
監
査
委
員
会
メ
ン
バ
ー
全
員
が
独
立
取
締
役
で
構
成
さ

れ
る
べ
き
こ
と
な
ど
監
査
委
員
会
の
独
立
性
確
保
に
関
し
て
厳
し
い
基
準
を
定
め
、
同
条
お
よ
び
そ
の
下
に
お
け
る
Ｓ
Ｅ
Ｃ
規
則
に
反

経営監督システムとしての監査委員会制度の考察
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す
る
公
開
企
業
に
つ
き
、
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
や
Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ａ
Ｑ
等
の
市
場
か
ら
の
退
出
を
強
制
す
る
と
い
う
企
業
統
治
シ
ス
テ
ム
の
重
要
部
分

に
関
す
る
厳
し
い
事
前
予
防
規
則
を
定
め
て
い（
６５
）

る
。

（
１
）
常
勤
監
査
委
員
に
つ
い
て

日
本
の
場
合
、
平
成
十
四
年
改
正
に
お
い
て
、
委
員
会
等
設
置
会
社
と
い
う
新
た
な
会
社
機
構
形
態
が
導
入
さ
れ
た
。
具
体
的
に
は
、

大
会
社
ま
た
は
見
な
し
大
会
社
に
お
い
て
、
取
締
役
会
の
中
に
、
い
ず
れ
も
社
外
取
締
役
が
過
半
数
を
占
め
る
監
査
委
員
会
、
指
名
委

員
会
、
報
酬
委
員
会
と
い
う
三
つ
の
委
員
会
を
設
置
す
る
と
と
も
に
、
業
務
執
行
を
担
当
す
る
執
行
役
を
置
き
、
取
締
役
会
決
議
事
項

に
つ
い
て
の
決
定
権
限
を
大
幅
に
執
行
役
に
委
任
で
き
る
も
の
と
し
て
い
る
（
商
特
二
一
条
の
五
、
二
一
条
の
七
第
三
項
、
二
一
条
の

一
二
）。
委
員
会
等
設
置
会
社
は
、
監
査
役
を
置
く
こ
と
が
で
き
ず
（
商
特
二
一
条
の
五
第
二
項
）、
監
査
委
員
会
が
設
け
ら
れ
る
。
監

査
委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
で
あ
る
監
査
委
員
は
、
そ
の
過
半
数
が
社
外
取
締
役
で
あ
る
こ
と
が
要
求
さ
れ
る
（
商
特
二
一
条
の
八
第
四
項

但（
６６
）

書
）。

Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
や
米
企
業
改
革
法
で
は
、
全
員
が
独
立
取
締
役
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
る
監
査
委
員
会
を
要
求
し
て
い
る
。
し
か
し
、
委
員

会
等
設
置
会
社
の
監
査
委
員
会
に
つ
い
て
は
、
社
外
取
締
役
に
適
切
な
人
材
が
不
足
し
て
い
る
と
指
摘
さ
れ
る
日
本
の
現
状
を
考
慮
し
、

ま
た
、
大
会
社
の
監
査
役
に
つ
い
て
は
平
成
十
七
年
五
月
か
ら
半
数
以
上
が
社
外
監
査
役
で
あ
る
こ
と
が
要
求
さ
れ
る
こ
と
も
踏
ま
え
、

他
の
委
員
会
の
構
成
と
同
様
に
、
最
低
限
の
基
準
と
し
て
、
三
人
以
上
の
監
査
委
員
の
う
ち
、
過
半
数
を
社
外
取
締
役
が
占
め
る
こ
と

を
要
求
す
る
こ
と
と
し
た
も
の
で
あ（
６７
）

る
。

監
査
の
効
率
性
を
構
築
す
る
側
面
か
ら
見
る
と
、
監
査
委
員
の
中
に
は
、
監
査
業
務
の
遂
行
上
、
経
営
陣
か
ら
必
要
な
協
力
を
得
る

た
め
、
そ
れ
に
適
し
て
い
る
者
も
含
ま
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
役
割
を
期
待
す
る
一
方
で
、
そ
の
監
査
委
員
に
対

し
て
同
時
に
独
立
性
を
強
調
す
る
こ
と
は
現
実
的
に
不
可
能
で
あ
る
の
で
、
こ
の
委
員
に
対
し
て
は
、
常
勤
取
締
役
と
し
て
監
査
の
業

論 説

（阪大法学）５４（１―２０２）２０２〔２００４．５〕



務
を
遂
行
す
る
よ
う
に
経
営
陣
と
の
協
力
関
係
を
維
持
・
強
化
す
る
こ
と
が
よ
り
効
果
的
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
日
本
の
委
員
会
等
設

置
会
社
の
監
査
委
員
で
は
、
常
勤
者
を
定
め
る
こ
と
が
要
求
さ
れ
て
お
ら
ず
（
商
特
一
八
条
二
項
対
照
）、
常
勤
者
が
い
な
い
こ
と
は
、

監
査
業
務
に
必
要
な
情
報
収
集
の
点
で
十
分
な
効
果
が
期
待
で
き
な
い
可
能
性
が
あ
る
し
、
監
査
委
員
会
の
適
法
性
監
査
が
適
切
に
な

さ
れ
る
か
は
疑
問
で
あ（
６８
）

る
。
そ
こ
で
、
監
査
委
員
会
に
よ
る
監
査
の
実
効
性
を
確
保
す
る
た
め
に
、
常
勤
の
監
査
委
員
を
置
く
と
共
に

取
締
役
の
過
半
数
を
社
外
取
締
役
が
占
め
る
よ
う
な
運
用
を
す
べ
き
と
の
指
摘
が
あ
る
。
ま
た
、
社
外
取
締
役
の
割
合
に
つ
い
て
は
、

過
半
数
で
は
な
く
、
委
員
全
員
を
社
外
取
締
役
に
す
べ
き
で
あ
る
と
の
意
見
も
あ（
６９
）

る
。
Ａ
Ｌ
Ｉ
原
則
三
・
〇
五
条
や
Ｓ
Ｅ
Ｃ
規
則
な
ど

の
よ
う（
７０
）

に
、
監
査
委
員
会
が
経
営
陣
及
び
内
部
監
査
人
、
外
部
会
計
監
査
人
と
随
時
意
見
交
換
を
行
う
こ
と
を
前
提
と
し
た
制
度
を
設

け
る
な
ら
、
監
査
委
員
が
経
営
陣
か
ら
必
要
な
協
力
を
得
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
い
う
問
題
は
あ
る
程
度
解
決
で
き
る
と
考
え
る
。

従
っ
て
、
監
査
委
員
会
は
米
国
の
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
、
米
企
業
改
革
法
な
ど
の
よ
う
に
そ
の
構
成
員
全
員
を
社
外
取
締
役
で
構
成
す
る
こ
と
を

原
則
と
す
る
こ
と
が
、
監
査
委
員
会
の
独
立
性
を
よ
り
強
化
す
る
点
か
ら
望
ま
し
い
も
の
と
考
え
る
。

韓
国
の
場
合
、
一
九
九
九
年
改
正
商
法
は
、
会
社
は
定
款
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
監
査
役
に
代
え
て
監
査
委
員
会
を
設
置
す
る
こ

と
が
可
能
で
あ
り
、
監
査
委
員
会
は
三
人
以
上
の
取
締
役
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
、
社
外
取
締
役
が
三
分
の
二
を
占
め
る
こ
と
を
定
め
て

い
る
（
韓
国
商
法
四
一
五
条
の
二
）。
一
方
、
商
法
改
正
に
続
い
て
、
資
産
総
額
二
兆
ウ
ォ
ン
以
上
の
上
場
会
社
、
証
券
会
社
お
よ
び

保
険
会
社
な
ら
び
に
銀
行
等
は
、
証
券
取
引
法
、
保
険
業
法
お
よ
び
銀
行
法
な
ど
に
よ
っ
て
監
査
委
員
会
の
設
置
を
強
制
さ
れ
る
こ
と

と
な
り
、
そ
れ
ら
の
会
社
で
は
従
来
の
監
査
制
度
を
選
択
す
る
こ
と
は
不
可
能
と
な
っ
た
。
そ
し
て
、
監
査
委
員
会
制
度
を
強
制
さ
れ

る
大
規
模
証
券
会
社
、
株
券
上
場
法
人
及
び
協
会
登
録
法
人
の
監
査
委
員
会
は
、
全
委
員
の
三
分
の
二
以
上
を
社
外
取
締
役
で
構
成
す

る
よ
う
定
め
て
い
る
（
証
券
取
引
法
第
五
四
条
の
六
第
二
項
、
第
一
九
一
条
の
一
七
第
二
項
）。
こ
れ
と
関
連
し
て
、
企
業
支
配
構
造

改
善
事
業
団
は
、
企
業
支
配
構
造
を
改
善
す
る
た
め
に
報
告
書
を
作
成
（
７１
）

し
、
長
期
的
に
は
監
査
委
員
会
の
構
成
に
関
し
て
、
監
査
委
員

経営監督システムとしての監査委員会制度の考察
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は
全
員
社
外
取
締
役
と
す
べ
き
で
あ
る
と
提
案
し
て
い
る
。
も
っ
と
も
、
韓
国
に
お
い
て
も
、
監
査
委
員
全
員
で
は
な
く
三
分
の
二
以

上
を
社
外
取
締
役
で
構
成
す
る
よ
う
定
め
て
い
る
現
行
法
に
賛
成
し
、
常
勤
取
締
役
が
監
査
の
業
務
を
遂
行
す
る
方
が
経
営
陣
と
の
よ

り
緊
密
な
関
係
が
築
け
る
た
め
効
果
的
で
あ
る
と
主
張
す
る
意
見
も
あ（
７２
）

る
。

（
２
）
会
計
専
門
家
に
つ
い
て

前
述
の
よ
う
に
、
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
、
Ａ
Ｍ
Ｅ
Ｘ
、
Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ａ
Ｑ
に
よ
る
と
、
監
査
委
員
会
の
各
委
員
は
会
計
上
の
知
識
を
有
す
る
取
締

役
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
、
そ
の
う
ち
少
な
く
と
も
一
名
が
会
計
も
し
く
は
関
連
す
る
財
務
管
理
の
専
門
能
力
を
有
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
と
し
た
。
米
企
業
改
革
法
四
〇
七
条
も
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
対
し
て
、
監
査
委
員
会
の
メ
ン
バ
ー
に
一
人
以
上
の
財
務
専
門
家
が
含
ま
れ
て

い
る
か
否
か
を
開
示
す
る
こ
と
を
要
求
す
る
規
則
の
制
定
を
義
務
付
け
て
い（
７３
）

る
。
投
資
家
が
市
場
に
対
す
る
信
頼
を
保
つ
た
め
に
は
会

計
の
透
明
性
と
真
実
性
は
最
も
重
要
で
あ
り
、
そ
れ
ら
は
、
監
査
委
員
会
の
機
能
や
活
動
に
左
右
さ
れ
る
。
そ
の
意
味
で
、
監
査
委
員

会
の
中
に
会
計
専
門
家
が
必
ず
含
ま
れ
る
こ
と
と
、
監
査
委
員
会
の
中
で
社
外
取
締
役
で
あ
る
者
は
外
部
監
査
人
か
ら
も
独
立
性
が
確

保
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

（
三
）
社
外
取
締
役
の
資
格
要
件

米
国
で
は
、
業
務
執
行
者
か
ら
の
独
立
性
を
問
題
に
す
る
と
き
、
よ
り
細
か
く
、
業
務
執
行
者
と
の
親
族
関
係
や
会
社
と
の
取
引
関

係
な
ど
に
ま
で
踏
み
込
ん
で
、
そ
の
独
立
性
を
規
定
し
て
い（
７４
）

る
。
例
え
ば
、
Ａ
Ｌ
Ｉ
原
則
は
、
三
つ
の
委
員
会
の
構
成
員
に
つ
い
て
、

全
員
に
雇
用
関
係
が
な
い
こ
と
（
過
去
二
年
を
含
む
場
合
が
あ
る
）
と
共
に
、
過
半
数
は
上
級
業
務
執
行
者
と
「
重
要
な
関
係
」
を
有

し
な
い
こ
と
を
公
開
会
社
に
要
求
し
、「
重
要
な
関
係
」
と
し
て
、
親
族
関
係
、
取
引
関
係
も
含
む
詳
細
な
定
め
を
設
け
て
い（
７５
）

る
。
ま

た
、
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
の
現
行
の
上
場
基
準
は
、
監
査
委
員
会
メ
ン
バ
ー
全
員
が
、
経
営
陣
及
び
会
社
か
ら
独
立
し
た
判
断
を
行
う
こ
と
を
妨
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げ
る
よ
う
な
関
係
を
会
社
に
対
し
て
有
し
て
は
な
ら
な
い
旨
を
定
め
る
と
と
も
に
、
具
体
的
に
、
雇
用
関
係
が
あ
る
場
合
（
過
去
三
年

間
）、
事
業
上
の
関
係
が
あ
る
場
合
、
取
締
役
が
他
の
会
社
の
業
務
執
行
者
で
あ
り
、
当
該
他
の
会
社
の
報
酬
委
員
会
メ
ン
バ
ー
が
会

社
の
業
務
執
行
者
と
な
っ
て
い
る
場
合
、
親
族
関
係
が
あ
る
場
合
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
詳
細
な
定
め
を
置
い
て
い（
７６
）

る
。
な
お
、
当
該

会
社
に
お
い
て
の
雇
用
経
歴
の
経
過
期
間
に
関
し
て
は
Ａ
Ｌ
Ｉ
原
則
で
二
年
、
ブ
ル
ー
リ
ボ
ン
・
コ
ミ
ッ
テ
ィ
ー
で
五
年
、
主
要
証
券

取
引
所
で
三
年
と
規
定
さ
れ
て
い（
７７
）

る
。

日
本
の
場
合
、
社
外
取
締
役
の
定
義
は
、
�
現
に
会
社
の
業
務
を
執
行
し
な
い
取
締
役
で
あ
り
、
�
過
去
に
そ
の
会
社
ま
た
は
子
会

社
の
業
務
を
執
行
す
る
取
締
役
、
執
行
役
ま
た
は
使
用
人
で
あ
っ
た
こ
と
が
な
く
、
�
現
に
子
会
社
の
業
務
を
執
行
す
る
取
締
役
も
し

く
は
執
行
役
、
ま
た
は
、
�
会
社
も
し
く
は
子
会
社
の
使
用
人
で
な
い
者
、
で
あ
る
（
商
法
一
八
八
条
二
項
七
号
）。
こ
の
点
、
監
査

委
員
に
つ
い
て
も
、
監
査
対
象
で
あ
る
取
締
役
・
執
行
役
か
ら
の
独
立
性
が
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
こ
で
、
商
法
特
例
法

で
は
、
監
査
委
員
の
資
格
に
つ
い
て
監
査
委
員
会
を
組
織
す
る
取
締
役
は
委
員
会
等
設
置
会
社
も
し
く
は
そ
の
子
会
社
の
執
行
役
も
し

く
は
使
用
人
ま
た
は
そ
の
子
会
社
の
業
務
を
執
行
す
る
取
締
役
を
兼
ね
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
規
定
し
て
い
る
（
商
特
二
一
条
七
項
）。

し
か
し
、
先
に
述
べ
た
よ
う
に
、
社
外
取
締
役
は
、
委
員
会
等
設
置
会
社
の
取
締
役
会
が
経
営
陣
か
ら
独
立
し
た
立
場
で
十
分
な
監

督
機
能
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
と
い
う
極
め
て
重
要
な
役
割
を
負
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
特
に
委
員
会
等
設
置
会
社

に
お
け
る
社
外
取
締
役
の
独
立
性
の
重
要
性
を
考
え
る
と
、
委
員
会
等
設
置
会
社
の
委
員
会
に
つ
い
て
の
み
、
社
外
取
締
役
の
要
件
を

厳
格
に
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
（
７８
）

る
。
ま
た
、
米
国
の
よ
う
に
、
業
務
執
行
者
と
の
親
族
関
係
や
会
社
と
の
取
引
関
係
な
ど
に
ま
で
踏
み

込
ん
で
、
独
立
性
の
要
件
を
検
討
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
考
え
る
。
日
本
の
場
合
、
社
外
取
締
役
の
要
件
を
厳
格
に
す
る
と
、
人
材

確
保
の
問
題
が
生
じ
る
可
能
性
が
あ
る
と
指
摘
さ
れ
る
こ
と
も
あ
る
が
、
こ
の
問
題
に
対
し
て
は
、
独
立
し
た
社
外
取
締
役
の
人
材
を

得
る
見
込
み
が
な
い
会
社
は
、
委
員
会
等
設
置
会
社
へ
の
移
行
を
断
念
す
べ
き
で
あ
り
、
米
国
の
制
度
を
参
考
に
、
要
件
の
見
直
し
を

経営監督システムとしての監査委員会制度の考察
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検
討
す
べ
き
で
あ
ろ（
７９
）

う
。
さ
ら
に
、
以
下
に
述
べ
る
韓
国
の
社
外
取
締
役
の
資
格
要
件
が
厳
格
で
あ
る
点
は
（
親
会
社
・
子
会
社
・
重

要
な
取
引
先
等
の
役
職
員
や
取
締
役
の
近
親
者
、
さ
ら
に
は
大
株
主
と
そ
の
近
親
者
な
ど
が
排
除
さ
れ
る
）、
今
後
の
独
立
性
の
要
件

の
見
直
し
の
参
考
に
な
る
と
思
わ
れ
る
。

韓
国
の
場
合
、
前
述
し
た
よ
う
に
、
韓
国
商
法
及
び
証
券
取
引
法
で
は
、
監
査
委
員
会
の
独
立
性
を
確
保
す
る
た
め
に
監
査
委
員
会

の
三
分
の
二
以
上
が
社
外
取
締
役
で
構
成
さ
れ
、
社
外
取
締
役
に
な
れ
な
い
者
を
規
定
し
て
い
る
（
韓
国
商
法
四
一
五
条
の
二
第
二
項
、

証
券
取
引
法
五
四
条
の
六
第
三
項
）。
す
な
わ
ち
、
�
会
社
の
業
務
を
担
当
す
る
取
締
役
及
び
使
用
人
、
ま
た
は
選
任
さ
れ
た
日
か
ら

二
年
以
内
に
業
務
を
担
当
し
た
取
締
役
及
び
使
用
人
で
あ
っ
た
者
、
�
大
株
主
が
自
然
人
で
あ
る
場
合
、
本
人
・
配
偶
者
及
び
直
系
尊

・
卑
属
、
�
大
株
主
が
法
人
で
あ
る
場
合
、
そ
の
法
人
の
取
締
役
・
監
査
役
及
び
使
用
人
、
�
取
締
役
の
配
偶
者
お
よ
び
直
系
尊
・
卑

属
、
�
親
会
社
ま
た
は
子
会
社
の
取
締
役
・
監
査
役
及
び
使
用
人
、
�
会
社
と
取
引
関
係
な
ど
重
要
な
利
害
関
係
に
あ
る
法
人
の
取
締

役
・
監
査
役
お
よ
び
使
用
人
、
�
会
社
の
取
締
役
及
び
使
用
人
が
取
締
役
を
担
当
し
て
い
る
他
の
会
社
の
取
締
役
・
監
査
役
及
び
使
用

人
な
ど
は
社
外
取
締
役
に
な
れ
な
い
と
規
定
し
て
い
る
。

ま
た
、
社
外
取
締
役
の
資
格
に
関
し
て
、
韓
国
商
法
と
証
券
取
引
法
は
、
退
任
後
二
年
経
過
す
れ
ば
企
業
と
の
関
連
性
が
消
滅
さ
れ

独
立
性
の
要
件
を
充
た
す
と
判
断
し
て
い
る
。
し
か
し
、
退
任
後
二
年
の
経
過
だ
け
で
、
当
事
者
が
会
社
や
経
営
陣
か
ら
の
独
立
性
を

確
保
で
き
る
か
は
疑
問
で
あ
り
、
立
法
論
と
し
て
は
米
国
の
よ
う
に
三
年
以
上
に
延
ば
す
こ
と
が
望
ま
し
い
と
思
わ
れ
る
。

（
四
）
監
査
委
員
会
の
機
能
と
権
限

米
国
に
お
け
る
監
査
委
員
会
の
基
本
的
な
機
能
は
、
取
締
役
会
の
監
督
を
行
い
補
助
す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
Ａ
Ｌ
Ｉ
原
則

三
・
〇
五
条
で
は
、
大
規
模
公
開
会
社
で
は
独
立
的
な
監
査
委
員
会
を
設
置
す
る
こ
と
を
強
制
し
、
監
査
委
員
会
の
一
般
的
任
務
と
し
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て
財
務
資
料
の
作
成
過
程
と
内
部
統
制
の
審
査
、
会
社
の
外
部
会
計
監
査
人
の
独
立
性
を
定
期
的
に
審
査
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
規

定
し
て
い
る
。
ま
た
、
Ａ
Ｌ
Ｉ
原
則
三
Ａ
・
〇
三
条
は
、
実
務
上
の
勧
告
と
し
て
、
監
査
委
員
会
の
具
体
的
な
職
務
を
規
定
し
て
い

（
８０
）

る
。
監
査
委
員
会
の
主
な
機
能
の
一
つ
は
、
外
部
監
査
人
に
よ
る
財
務
報
告
書
の
監
査
お
よ
び
内
部
監
査
人
に
よ
る
財
務
監
査
を
充
実

し
、
独
立
性
を
保
障
す
る
こ
と
で
あ（
８１
）

る
。
監
査
委
員
会
は
外
部
監
査
人
の
推
薦
、
監
査
範
囲
と
監
査
方
法
に
関
す
る
外
部
監
査
人
と
の

協
議
、
監
査
結
果
の
検
討
、
決
算
手
続
の
再
調
査
な
ど
の
権
限
を
保
有
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
会
社
の
財
政
の
健
全
性
と
財
務
統
制
お

よ
び
財
務
報
告
の
確
実
性
に
つ
い
て
独
立
し
て
調
査
を
行
う
。
こ
の
役
割
を
遂
行
す
る
た
め
に
、
監
査
委
員
会
は
す
べ
て
社
外
取
締
役

で
構
成
さ
れ
る
。
こ
れ
は
、
経
営
者
が
外
部
監
査
人
の
監
査
に
不
当
に
介
入
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
起
こ
る
弊
害
を
防
止
す
る
た
め
で
あ

る
。
す
な
わ
ち
、
監
査
委
員
会
の
設
置
に
よ
っ
て
外
部
監
査
人
の
独
立
性
が
強
化
さ
れ
る
。
ま
た
、
監
査
委
員
会
の
設
置
に
よ
り
、
会

社
内
部
の
財
務
監
査
を
通
じ
て
経
営
者
を
監
視
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
、
監
督
機
能
の
活
性
化
に
も
有
益
で
あ
る
。
特
に
、
経
営
者

に
よ
る
不
正
行
為
と
違
法
行
為
を
事
前
に
発
見
し
、
是
正
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

（
１
）
業
務
監
査
の
範
囲
に
対
す
る
問
題

米
国
の
場
合
に
は
、
前
述
の
よ
う
に
監
査
委
員
会
は
会
計
監
査
を
主
た
る
業
務
と
し
、
業
務
監
査
は
こ
れ
に
関
連
し
て
補
助
的
な
事

項
と
し
て
実
施
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
日
本
で
は
、
監
査
委
員
会
は
、
取
締
役
お
よ
び
執
行
役
の
職
務
執
行
の
監
査
権
限
を

有
す
る
と
と
も
に
、
会
計
監
査
人
の
選
任
お
よ
び
解
任
な
ら
び
に
会
計
監
査
人
を
再
任
し
な
い
こ
と
に
関
す
る
議
案
の
内
容
を
決
定
す

る
権
限
を
有
し
て
い
る
（
商
特
二
一
条
の
八
第
二
項
一
号
二
号
）。
日
本
に
お
い
て
は
、
監
査
委
員
会
の
有
す
る
監
査
権
限
は
、
一
般

の
大
会
社
に
お
け
る
監
査
役
の
権
限
と
類
似
し
て
い
る
と
言
う
こ
と
が
で
き
る
。
そ
し
て
、
こ
の
権
限
を
監
査
委
員
会
が
十
分
に
行
使

す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
監
査
委
員
会
を
組
織
す
る
取
締
役
に
、
一
般
の
大
会
社
に
お
け
る
監
査
役
と
同
様
の
調
査
等

の
権
限
を
付
与
し
て
い
る
（
商
特
二
一
条
の
一
〇
）。
韓
国
で
は
、
監
査
委
員
会
は
日
本
と
同
様
に
会
計
監
査
を
含
め
て
業
務
全
般
を

経営監督システムとしての監査委員会制度の考察

（阪大法学）５４（１―２０７）２０７〔２００４．５〕



監
査
す
る
権
限
を
有
す
る
（
韓
国
商
法
四
一
五
条
の
二
第
六
項
、
第
四
一
二
条
）。

監
査
委
員
会
に
業
務
監
査
権
を
付
与
す
る
場
合
、
従
来
の
監
査
役
の
権
限
に
関
す
る
議
論
と
同
様
、
取
締
役
会
の
経
営
監
督
権
限
と

監
査
委
員
会
の
監
査
権
限
の
範
囲
が
問
題
と
な
る
。
こ
の
問
題
に
対
し
て
は
、
日
本
で
は
以
下
の
よ
う
な
議
論
の
対
立
が
あ
る
。
一
つ

は
、
監
査
委
員
会
は
執
行
役
の
違
法
行
為
差
止
請
求
権
を
有
し
（
商
特
二
一
条
の
一
〇
第
五
項
）、
指
名
さ
れ
た
監
査
委
員
は
取
締
役

・
執
行
役
に
対
し
訴
え
を
提
起
で
き
る
こ
と
か
ら
（
商
特
二
一
条
の
一
〇
第
六
項
二
号
）、
監
査
委
員
は
適
法
性
監
査
の
権
限
を
有
す

る
と
さ
れ
る
説
で
あ（
８２
）

り
、
も
う
一
つ
の
説
は
、
監
査
委
員
会
の
監
査
委
員
は
取
締
役
で
あ
り
、
取
締
役
は
取
締
役
会
に
お
い
て
妥
当
性

に
つ
い
て
の
監
督
を
行
え
る
こ
と
か
ら
、
監
査
委
員
会
の
権
限
は
適
法
性
監
査
だ
け
で
は
な
く
妥
当
性
監
査
も
含
む
と
い
う
考
え
で
あ

（
８３
）

る
。
確
か
に
、
取
締
役
会
が
監
督
権
を
有
す
る
の
で
、
こ
の
監
督
権
と
重
複
す
る
監
査
委
員
会
の
業
務
監
査
権
は
排
除
さ
れ
る
の
が
効

率
的
で
は
あ
る
が
、
こ
れ
が
正
当
化
さ
れ
る
た
め
に
は
取
締
役
会
の
監
督
権
が
適
切
に
行
わ
れ
る
こ
と
が
前
提
で
あ
ろ
う
。
こ
の
点
、

日
本
に
お
い
て
は
、
監
査
役
制
度
改
革
の
中
で
、
常
に
取
締
役
会
の
形
骸
化
の
問
題
が
指
摘
さ
れ
て
き
た
と
い
う
背
景
が
あ
り
、
そ
の

形
骸
化
の
問
題
を
改
善
す
る
た
め
に
監
査
委
員
会
制
度
が
導
入
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
と
思
わ
れ
る
。
そ
う
す
る
と
、
監
査
委
員
会
の

業
務
監
査
権
は
当
然
に
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
そ
の
範
囲
は
適
法
性
監
査
は
も
ち
ろ
ん
、
妥
当
性
監
査
に
ま
で
及
ぶ
と
考
え
る
べ

き
で
あ
る
。

今
後
、
監
査
委
員
会
が
経
営
監
督
機
能
を
効
果
的
に
行
う
た
め
に
は
、
上
述
し
た
米
国
の
経
験
と
制
度
を
参
考
に
す
る
必
要
が
あ
る

と
思
う
。
す
な
わ
ち
、
監
査
委
員
会
の
監
査
は
、
実
際
に
公
認
会
計
士
な
ど
専
門
資
格
を
持
っ
て
い
る
外
部
監
査
人
に
よ
り
行
わ
れ
る

こ
と
を
基
本
と
し
、
監
査
委
員
会
は
外
部
監
査
人
と
社
外
取
締
役
、
ま
た
外
部
監
査
人
と
取
締
役
会
お
よ
び
上
級
経
営
者
間
の
意
思
疎

通
の
場
と
し
て
、
外
部
監
査
人
と
監
査
結
果
に
対
す
る
意
見
を
交
換
す
る
場
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
内
部
監
査
人
と
の
適

切
な
関
係
を
維
持
し
、
監
査
委
員
と
内
部
監
査
人
の
間
で
、
経
営
監
督
お
よ
び
監
査
業
務
に
対
し
て
意
思
の
疎
通
が
図
ら
な
け
れ
ば
な
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ら
な
い
。

（
２
）
自
己
監
査
に
関
す
る
問
題

監
査
委
員
は
執
行
役
の
監
督
も
し
、
取
締
役
や
取
締
役
会
の
監
督
も
す
る
の
で
（
商
特
二
一
条
の
八
第
二
項
一
号
）、
こ
の
部
分
で

は
自
己
監
査
の
可
能
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
監
査
委
員
は
、
取
締
役
と
し
て
、
取
締
役
会
に
お
け
る
経
営
の
基
本
方
針
や
執
行
役
の

選
任
、
役
割
分
担
等
に
直
接
関
与
す
る
の
で
、
自
己
監
査
の
問
題
は
生
じ
る
一
方
、
取
締
役
の
一
員
と
し
て
、
経
営
の
基
本
方
針
に
従

っ
て
健
全
か
つ
公
正
妥
当
に
経
営
が
遂
行
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
こ
と
が
監
査
委
員
の
基
本
的
な
任
務
で
あ
る
。
こ

の
役
割
と
の
関
連
に
お
い
て
、
監
査
委
員
は
、
取
締
役
会
に
お
い
て
、
執
行
役
が
提
示
す
る
経
営
の
基
本
方
針
が
会
社
の
状
況
等
に
照

ら
し
て
適
切
で
あ
る
か
ど
う
か
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
こ
と
と
さ
れ
、
こ
れ
は
む
し
ろ
効
率
性
監
査
に
プ
ラ
ス
に
な
る
と
さ
れ
て
い（
８４
）

る
。

な
お
、
監
査
委
員
会
の
権
限
が
適
法
性
監
査
に
限
定
さ
れ
る
と
す
る
意
見
は
、
そ
の
監
査
の
時
期
が
事
後
的
に
行
わ
れ
る
の
で
、
自

己
監
査
の
可
能
性
が
確
か
に
存
在
す
る
が
、
監
査
委
員
会
の
権
限
が
妥
当
性
監
査
ま
で
含
む
と
い
う
意
見
か
ら
見
る
と
、
そ
の
権
限
行

使
も
事
前
に
行
わ
れ
る
た
め
、
自
己
監
査
の
可
能
性
は
そ
れ
ほ
ど
大
き
く
な
い
と
考
え
る
。

（
五
）
監
査
委
員
の
注
意
義
務
に
関
す
る
議
論

日
本
に
お
い
て
は
、
監
査
委
員
会
の
委
員
は
、
取
締
役
の
地
位
に
あ
る
者
で
会
社
と
の
関
係
に
お
い
て
委
任
に
関
す
る
規
定
を
準
用

す
る
（
商
法
二
五
四
条
の
第
三
項
）。
そ
し
て
、
取
締
役
は
会
社
に
対
し
善
良
な
管
理
者
の
注
意
義
務
を
負
う
（
善
管
注
意
義
務
―
民

法
六
四
四
条
）。
さ
ら
に
、
取
締
役
は
、
法
令
・
定
款
の
規
定
や
株
主
総
会
の
決
議
を
遵
守
し
て
会
社
の
た
め
に
忠
実
に
そ
の
職
務
を

執
行
す
る
義
務
を
負
っ
て
い
る
（
忠
実
義
務
―
商
法
二
五
四
条
の
三
）。
監
査
委
員
が
負
担
す
る
注
意
義
務
は
既
存
の
取
締
役
が
負
っ

て
い
る
義
務
と
比
べ
て
相
当
な
変
化
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
変
化
は
監
査
業
務
が
委
員
会
制
度
を
利
用
し
て
実
施
さ
れ
る
こ
と
に

経営監督システムとしての監査委員会制度の考察

（阪大法学）５４（１―２０９）２０９〔２００４．５〕



伴
う
結
果
で
あ
る
。

委
員
会
制
度
は
、
前
に
述
べ
た
よ
う
に
基
本
的
に
会
社
業
務
の
特
定
の
側
面
を
監
督
す
る
責
任
を
効
果
的
に
遂
行
し
、
ま
た
会
社
の

利
益
の
た
め
、
特
別
な
知
識
を
使
う
な
ど
、
時
間
的
な
余
裕
が
な
い
社
外
取
締
役
が
直
面
す
る
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に
考
案
さ
れ
た
。

特
定
の
委
員
会
に
属
す
る
取
締
役
は
、
そ
の
委
員
会
の
問
題
に
特
別
な
時
間
を
投
資
す
る
こ
と
を
期
待
さ
れ
て
い（
８５
）

る
。
委
員
会
の
取
締

役
は
経
営
陣
を
通
し
て
も
れ
な
く
定
期
的
に
会
社
の
情
報
を
獲
得
で
き
る
地
位
に
あ（
８６
）

る
。
韓
国
の
二
〇
〇
一
年
商
法
改
正
で
、
取
締
役

の
守
秘
義
務
を
新
設
し
た
の
も
こ
れ
を
反
映
し
た
も
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
取
締
役
が
代
表
取
締
役
を
通
し
て
他
の
取
締
役
ま
た
は

使
用
人
の
業
務
に
関
し
て
、
取
締
役
会
に
報
告
す
る
こ
と
を
要
求
で
き
る
と
し
（
韓
国
商
法
三
九
三
条
第
三
項
）、
取
締
役
が
業
務
執

行
の
状
況
を
３
か
月
に
一
回
以
上
取
締
役
会
に
報
告
す
る
こ
と
に
し
た
（
同
条
第
四
項
）。
ま
た
、
取
締
役
が
職
務
上
知
り
得
た
会
社

の
営
業
上
秘
密
を
漏
ら
さ
な
い
よ
う
に
し
た
（
第
三
八
二
条
の
四
）。
従
っ
て
、
こ
の
よ
う
な
委
員
会
制
度
の
下
で
運
用
さ
れ
る
監
査

委
員
会
に
属
す
る
取
締
役
（
監
査
委
員
）
は
会
社
の
運
営
に
関
し
て
、
高
い
注
意
義
務
を
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
点
に
お
い

て
、
委
員
会
制
度
を
導
入
し
て
い
な
い
既
存
の
取
締
役
会
の
取
締
役
の
責
任
と
は
区
別
さ
れ
る
と
考
え
る
。

五

お
わ
り
に

上
場
会
社
に
監
査
委
員
会
を
設
置
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
監
査
委
員
会
の
権
限
の
範
囲
を
ど
の
よ
う
に
設
定
す
る
か
は
問
題
で
あ
り
、

ま
た
、
委
員
会
設
置
に
伴
う
企
業
負
担
の
増
加
や
株
式
会
社
の
監
査
役
制
度
と
の
均
衡
に
つ
い
て
も
、
検
討
す
べ
き
点
は
多
い
。
現
行

の
商
法
上
の
監
査
制
度
は
、
国
際
的
見
地
か
ら
見
る
と
日
本
と
韓
国
で
類
似
し
た
点
が
多
い
が
、
上
場
企
業
の
透
明
性
が
深
刻
な
問
題

と
な
っ
て
い
る
状
況
下
で
は
、
経
営
組
織
を
世
界
的
な
趨
勢
と
国
際
資
本
市
場
に
合
わ
せ
て
変
革
す
る
必
要
が
あ
る
。
日
韓
は
こ
れ
ま

で
、
監
査
制
度
の
活
性
化
の
た
め
に
幾
度
か
の
商
法
改
正
を
通
し
て
監
査
権
限
を
拡
大
し
て
き
た
が
、
監
査
役
の
機
能
が
発
揮
で
き
ず
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形
骸
化
し
て
き
た
の
も
事
実
で
あ
る
。
私
見
で
は
、
既
存
の
監
査
役
制
度
は
廃
止
す
る
方
向
に
行
く
の
が
望
ま
し
い
と
考
え
る
。
そ
の

理
由
と
し
て
、
ま
ず
、
監
査
役
は
会
社
業
務
に
関
す
る
意
思
決
定
に
直
接
参
加
せ
ず
第
三
者
的
な
立
場
か
ら
監
査
を
す
る
の
で
自
己
監

査
の
可
能
性
が
高
い
取
締
役
会
の
監
督
権
よ
り
優
れ
て
い
る
と
い
う
利
点
は
あ
る
も
の
の
、
こ
れ
は
日
常
業
務
に
参
加
し
て
い
な
い
社

外
取
締
役
が
監
査
委
員
会
に
参
加
す
る
こ
と
で
、
監
査
委
員
会
が
監
査
の
機
能
を
代
替
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。
そ
し
て
、
監
査
委

員
会
は
外
部
監
査
人
の
選
任
に
実
質
的
な
権
限
を
持
ち
得
る
も
の
で
あ
り
、
会
社
の
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
内
部
監
査
と
外
部
会

計
監
査
人
を
連
結
し
て
効
果
的
な
監
査
を
遂
行
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
優
位
性
が
あ
る
と
考
え
る
。

ま
た
、
前
述
し
た
米
国
に
お
け
る
最
近
の
動
向
の
よ
う
に
、
会
社
業
務
執
行
を
執
行
役
員
に
任
し
て
取
締
役
会
は
経
営
監
督
権
を
行

使
す
る
一
方
、
そ
の
取
締
役
会
の
経
営
監
督
権
を
具
体
的
に
強
化
・
実
行
す
る
た
め
に
監
査
委
員
会
を
置
い
て
、
執
行
機
構
と
監
督
機

構
を
分
離
し
て
効
率
的
な
経
営
監
督
を
行
い
得
る
。
こ
の
監
査
委
員
会
の
監
査
機
能
を
強
め
る
た
め
に
は
、
外
部
会
計
監
査
人
の
機
能

も
強
化
す
る
必
要
が
あ
り
、
米
国
型
の
米
企
業
改
革
法
が
参
考
に
な
る
と
考
え
る
。
ま
た
、
企
業
が
経
営
の
透
明
性
を
構
築
し
、
世
界

的
に
競
争
力
を
持
つ
た
め
に
、
社
外
取
締
役
を
中
心
と
す
る
取
締
役
会
の
活
性
化
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

（
１
）

M
elvin

A
.E

isen
berg,T

H
E

S
T

R
U

C
T

U
R

E
O

F
T

H
E

C
O

R
P

O
R

A
T

IO
N

,L
&

B
,1976.

（
２
）

M
elvin

A
.E

isen
berg,S

ym
posiu

m
:

C
orporate

L
aw

an
d

S
ocialN

orm
s,99

C
olu

m
.L

.R
ev.1253

(1999).

（
３
）

日
本
に
お
け
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
モ
デ
ル
の
紹
介
と
し
て
、
川
濱
昇
「
取
締
役
会
の
監
督
機
能
」
『
企
業
の
健
全
性
確
保
と
取
締
役
の
責

任
』（
有
斐
閣
、
一
九
九
七
年
）
を
参
照
。

（
４
）

E
dw

ard
S

.
H

erm
an

,
C

orporate
C

on
trol,

C
orporate

P
ow

er,
N

ew
Y

ork,
C

am
bridge

U
n

iversity
P

ress.1981,
83

C
olu

m
.L

.R
ev.238,at

3.

（
５
）

E
isen

berg,su
pra

n
ote

2,at
1279.
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（
６
）

S
ee,A

L
I,P

rin
ciples

ofC
orporate

G
overn

an
ce

A
n

alysis
an

d
R

ecom
m

en
dation

s,(1994)§
3.05,§

3
A

.02-05.

（
７
）

Ａ
Ｌ
Ｉ
原
則
で
は
「
独
立
」
と
い
う
言
葉
を
使
わ
ず
「
上
級
執
行
役
員
と
重
要
な
関
係
の
な
い
者
」（
一
・
三
四
条
）
と
表
現
さ
れ
て
い

る
だ
け
だ
が
、
本
稿
で
は
、
便
宜
の
た
め
独
立
と
い
う
言
葉
を
使
用
す
る
。
川
濱
昇
・
前
掲
注
（
３
）
二
一
頁
。

（
８
）

H
u

gh
F

.S
h

arber,A
R

ealistic
D

u
ty

ofC
are

for
O

u
tside

B
an

k
D

irectors,51
T

en
n

.L
.R

ev.569,at
592(1984).

（
９
）

S
ee,G

eorge
W

.D
en

t,T
h

e
R

evolu
tion

in
C

orporate
G

overn
an

ce,T
h

e
M

on
itorin

g
B

oard
an

d
th

e
D

irector’s
D

u
ty

of

C
are,61

B
.U

.L
.R

ev.623,at
662

(1981).

（
１０
）

S
ee,A

rth
u

r
W

.H
ah

n
&

C
arol

B
.M

an
zon

i,T
h

e
M

on
itorin

g
C

om
m

ittee
an

d
O

u
tsid

e
D

irector’s
E

vlovin
g

D
u

ty
of

C
are,

9
L

oy.
U

.
C

h
i,

L
.

J.
587,

at
600

(1978)
(“th

e
placem

en
t

of
an

ou
tside

director
on

a
com

m
ittee

w
h

ich
h

e
som

e

respon
sibility

for
[M

an
agem

en
t

su
pervision

]
w

ill
en

able
th

e
director

to
gain

access
to

corporate
records”);

S
oderqu

ist,
T

ow
ard

a
M

ore
E

ffective
C

orporate
B

oard
:

R
eexam

in
in

g
R

ole
of

O
u

tsid
e

D
irectors,

52
N

.
Y

.
U

.
R

ev.

1341,
at

1363
(1977)

(“C
on

siderin
g

th
e

tim
e

ou
tside

directors
can

reason
ably

be
asked

to
devote

to
th

eir
jobs...

m
on

itorin
g,advice-givin

g,an
d

actin
g

in
em

ergen
cies

is
th

e
m

ost
w

e
can

ask
ofth

em
.”).

（
１１
）

S
ee

gen
erally,M

odelB
u

sin
ess

C
orp.A

ct.A
n

n
.2d
§

35,P
1

com
m

en
t,at

254-259
(S

u
at.1977)(discu

ssin
g

reason
s

for
am

en
din

g
§

35).

（
１２
）

A
L

I,su
pra

n
ote

7,at
77-133.

（
１３
）

中
田
直
茂
「
エ
ン
ロ
ン
破
綻
と
企
業
統
治
・
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
を
め
ぐ
る
議
論
（
上
）」
商
事
法
務
一
六
二
九
号
二
七
頁
（
二
〇
〇

二
年
）。

（
１４
）

日
本
経
済
新
聞
朝
刊
（
二
〇
〇
三
年
六
月
十
七
日
）
記
事
参
照
。

（
１５
）

始
関
正
光
「
平
成
十
四
年
改
正
商
法
の
解
説
﹇
�
﹈」
商
事
法
務
一
六
四
一
号
一
九
頁
（
二
〇
〇
二
年
）。

（
１６
）

C
ou

rtn
ey

C
.B

row
n

,P
u

ttin
g

th
e

C
orporate

B
oard

to
W

ork,M
acm

illan
P

u
blish

ers,1978,at
115-116

;

洪
復
基
、「
取

締
役
会
と
そ
の
委
員
会
」
上
場
協
第
三
九
号
二
頁
参
照
（
一
九
九
九
年
）。

（
１７
）

Jerem
y

B
acon

&
Jam

es
K

.
B

row
n

,
C

orporate
D

irectorsh
ip

P
ractices

:
R

ole,
S

election
,

an
d

L
egal

S
tatu

s
of

th
e

B
oard,C

on
feren

ce
B

oard
R

eport
N

o.646,at
100-101.
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（
１８
）

A
m

erican
B

ar
A

ssociation
,M

odelB
u

sin
ess

C
orporation

A
ct

A
n

n
otated,3

rd
ed.,L

aw
&

B
u

sin
ess,1985,at

86.

（
１９
）

Id
,at

913.
（
２０
）

W
eiden

feld
v.S

u
gar

R
u

n
R

ailroad
C

o.,48
F

.615
W

.D
.

P
a.

1892
;

F
en

sterer
V

.
P

ressu
re

L
igh

tin
g

C
o.,

85
M

isc

621,149
N

Y
S

u
pp

49(N
.Y

.C
.C

ity
C

t
1914).

（
２１
）

A
.B

.A
.,M

odelB
u

s.C
orp.A

ct
A

n
n

.,§
8.25,at

913.

（
２２
）

G
en

zer
v.

C
u

n
n

in
gh

am
,

498
F

.
S

u
pp.

682
E

.D
.

M
ich

.,
1980

;
H

elm
s

v.
H

om
e

O
w

n
er’s

L
oan

C
orp.,

129
T

ex.

121,103
S

.W
.2

d
128,1937.

（
２３
）

A
.B

.A
.,M

odelB
u

s.C
orp.A

ct
A

n
n

.,at
917.

（
２４
）

Ibid
.,at

86.

（
２５
）

C
on

feren
ce

B
oard

R
eport

N
o.728,at

85-86.

（
２６
）

Jerem
y

B
acon

,
C

orporate
D

irectorsh
ip

P
ractices

:
M

em
bersh

ip
an

d
C

om
m

ittees
of

th
e

B
oard,

T
h

e
C

on
feren

ce

B
oard

R
eport

N
o.588,1973.

（
２７
）

Jerem
y

B
acon

,
C

orporate
D

irectorsh
ip

P
ractices

:
C

om
pen

sation
1977,

T
h

e
C

on
feren

ce
B

oard
R

eport
N

o.740,

1978.

（
２８
）

S
ee,C

on
feren

ce
B

oard
R

eport
N

o.886,at
5.

（
２９
）

K
orn

/F
erry

In
tern

ation
al,26

th
A

n
n

u
alS

u
rvey

ofD
irectors

S
tu

dy
10

(1999).

（
３０
）

A
L

I,su
pra

n
ote

7,P
art

III,R
eporter’s

N
ote

1.

（
３１
）

Joh
n

C
.B

u
rton

,R
ich

ard
E

.P
alm

er
&

R
obert

S
.K

ay,H
an

dbook
ofA

ccou
n

tin
g

an
d

A
u

ditin
g,W

arren
,G

orh
am

&

L
am

on
t,In

c.,1981,at
10-12.

（
３２
）

S
ee,A

L
I,su

pra
n

ote
7,P

art
III,§

3.05,R
eporter’s

N
ote

4.

（
３３
）

監
査
制
度
委
員
会
「
米
国
のA

u
dit

C
om

m
ittee

（
監
査
委
員
会
）
と
日
本
の
監
査
制
度
の
比
較
」
月
刊
監
査
役
四
五
二
号
一
七
三
頁

﹇
資
料
一
﹈（
二
〇
〇
二
年
）。

（
３４
）

w
ater

gate

事
件
を
き
っ
か
け
に
米
国
議
会
は
一
九
七
七
年
一
二
月
にF

oreign
C

orru
pt

P
ractices

A
ct

を
制
定
し
た
。
こ
の
法
律
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で
は
、
会
計
記
録
の
作
成
・
保
管
と
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
の
設
置
に
つ
い
て
取
締
役
会
の
み
そ
の
義
務
を
負
担
す
る
と
規
定
し
て
い
な
い
が
、

取
締
役
会
の
中
に
も
監
督
委
員
会
が
そ
の
役
割
を
果
た
す
べ
き
で
あ
る
と
考
え
る
見
解
が
多
い
。H

om
er

L
.

B
ates

an
d

P
h

illip
M

.J.

R
eckers,

C
om

plyin
g

w
ith

th
e

F
oreign

C
orru

pt
P

ractices
A

ct,
in

edited
by

F
.D

.
S

tu
rdivan

t
an

d
L

.M
.

R
obin

son
,

T
h

e

C
orporate

S
ocial

C
h

allen
ge

;
C

ases
an

d
C

om
m

en
taries,

R
ich

ard
D

.
Irw

in
In

c.,1981,at.371-379.H
u

rd
B

aru
ch

,
T

h
e

F
oreign

C
orru

ptP
ractices

A
ct,H

arvard
B

u
sin

ess
R

eview
,Jan

u
ary-F

ebru
ary

1979.

（
３５
）

こ
れ
に
関
し
て
はA

IC
P

A
E

xecu
tive

C
om

m
ittee

S
tatem

en
t

on
A

u
dit

C
om

m
ittee

of
B

oards
of

D
irectors

Ju
ly

20,

1967
;

N
ew

Y
ork

S
tock

E
xch

an
ge,

In
c.,

R
ecom

m
en

dation
s

and
C

om
m

en
ts

on
F

in
an

cial
R

eportin
g

to
S

h
areh

olders

an
d

R
elated

M
atters,5(1973);

N
ew

Y
ork

S
tock

E
xch

an
ge,In

c.,L
isted

C
om

pan
y

M
an

u
al,§

303.00.

（
３６
）

正
式
名
称
はT

h
e

N
ation

al
C

om
m

ission
on

F
rau

du
lan

t
F

in
an

cial
R

eportin
g

で
、
他
にT

readw
ay

C
om

m
ission

と

も
い
う
。
監
査
制
度
委
員
会
「
米
国
のA

u
dit

C
om

m
ittee

（
監
査
委
員
会
）
と
日
本
の
監
査
制
度
の
比
較
」
・
前
掲
注
（
３３
）
一
七
六
頁
。

（
３７
）

A
m

erican
S

tock
E

xch
an

ge,L
isted

C
om

pan
y

G
u

ide,§
121.

（
３８
）

S
ch

edu
le

D
to

th
e

N
A

S
D

A
Q

B
y-L

aw
s.

（
３９
）

S
ee,A

L
I,su

pra
n

ote
7,P

art
III,§

3.05,C
om

m
en

t
a.

（
４０
）

R
eport

an
d

R
ecom

m
en

dation
s

ofth
e

B
lu

e
R

ibbon
C

om
m

ittee
on

Im
provin

g
th

e
E

ffectiven
ess

ofC
orporate

A
u

dit

C
om

m
ittees,54

B
u

s.L
aw

.1067
(1999).

（
４１
）

前
掲
注
（
３３
）﹇
資
料
六
「
ナ
ン
バ
ー
ズ
・
ゲ
ー
ム
」﹈
一
八
三
頁
。

（
４２
）

B
lu

e
R

ibbon
C

om
m

ittee,su
pra

n
ote

40,at
1078-1079.

（
４３
）

Ibid
.,at

1079-1080.

（
４４
）

Ibid
.,at

1081-1082.

（
４５
）

Ibid
.,at

1084.

（
４６
）

Ibid
.,at

1086.:

片
木
晴
彦
「
監
査
役
と
監
査
委
員
会
」
民
商
一
二
六
巻
四
・
五
号
一
一
一
頁
（
二
〇
〇
二
年
）。

（
４７
）

ケ
ニ
ス
・
デ
ー
ビ
ス
（K

en
n

eth
B

.D
avis

Jr

）「
取
締
役
の
注
意
義
務
（T

h
e

D
irector’s

D
u

ty
of

O
versigh

t

）」
商
事
法
研
究
第

二
一
巻
第
三
号
二
一
七
頁
（
二
〇
〇
二
年
）。
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（
４８
）

S
E

C
.F

in
al

R
u

le,
A

u
dit

C
om

m
ittee

D
isclosu

re,
R

elease
N

o.
34-42266

;
F

ile
N

o.S
7-22-99(visited

O
ct.

20.
2000)

(h
ttp

://w
w

w
.sec.gov/ru

les/fin
al/34-42266.h

tm
).

（
４９
）

中
田
・
前
掲
注
（
１３
）
商
事
法
務
一
六
二
〇
号
九
頁
。

（
５０
）

ケ
ニ
ス
・
デ
ー
ビ
ス
・
前
掲
注
（
４７
）
一
八
九
頁
。

（
５１
）

T
h

om
as

W
h

ite
an

d
Jam

es
G

reig,
“S

arban
se-O

xley
A

ct
of

2002
(a

N
ew

R
egim

e
of

C
orporate

G
overn

an
ce)”,

30

In
tern

ation
alB

u
sin

ess
L

aw
yer,445(O

ctober
2002).

（
５２
）

ケ
ニ
ス
・
デ
ー
ビ
ス
・
前
掲
注
（
４７
）
二
一
八
頁
。

（
５３
）

米
企
業
改
革
の
内
容
は
、
大
き
く
、
�
開
示
・
会
計
に
関
す
る
も
の
、
�
監
査
人
に
関
す
る
も
の
、
�
取
締
役
会
（
監
査
委
員
会
を
含

む
）
に
関
す
る
も
の
、
に
分
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
し
て
、
米
大
統
領
・
米
連
邦
議
会
・
Ｓ
Ｅ
Ｃ
な
ど
の
改
革
は
、
ど
ち
ら
か
と
い
う
と

�
と
�
に
焦
点
を
お
い
て
い
る
の
に
対
し
て
、
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
の
改
革
は
主
に
�
に
焦
点
を
置
い
て
い
る
。
河
村
賢
治
「
米
国
に
お
け
る
企
業
統

治
改
革
の
最
新
動
向
」
商
事
法
務
一
六
三
六
号
五
〇
頁
（
二
〇
〇
二
年
）。

（
５４
）

N
Y

S
E

,N
Y

S
E

C
orporate

A
ccou

n
tability

an
d

L
istin

g
S

tan
dards

C
om

m
ittee,at

6-24
(Ju

n
e

6,2002)
(h

ttp
://w

w
w

.

n
yse.com

/pdfs/corp

―govreport.pdf).

（
５５
）

Id
.

（
５６
）

Id
.

（
５７
）

N
Y

S
E

L
istin

g
C

om
pan

y
M

an
u

alR
u

les.

（
５８
）

T
h

e
S

arban
es-O

xley
A

ct
of2002,P

L
107-204

(H
R

3763),Ju
ly

30,2002,116
S

tat.745.:

サ
ー
ベ
ン
ス
オ
ク
ス
リ
ー
法

の
紹
介
は
、
太
田
洋
�
佐
藤
丈
文
「
米
企
業
改
革
法
と
Ｎ
Ｙ
Ｓ
Ｅ
・
Ｎ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ａ
Ｑ
新
規
則
案
の
概
要
（
上
）（
中
）（
下
）」
商
事
法
務
一

六
三
九
号
、
一
六
四
〇
号
、
一
六
四
一
号
（
二
〇
〇
二
年
）
参
照
。

（
５９
）

N
Y

S
E

,su
pra

n
ote

54,at
6-24.

（
６０
）

同
志
社
大
学
監
査
制
度
研
究
会
・
日
本
監
査
役
協
会
関
西
支
部
監
査
実
務
研
究
会
共
同
研
究
報
告
書
「
監
査
役
の
た
め
の
株
主
代
表
訴

訟
読
本
」
月
刊
監
査
役
四
八
〇
号
六
三
―
六
四
頁
（
二
〇
〇
三
年
）。

（
６１
）

S
E

C
,F

in
al

R
u

le,
A

u
dit

C
om

m
ittee

D
isclosu

re,
R

elease
N

o.
34-42266

:
F

ile
N

o.S
7-22-99(visited

O
ct.

20.
2000)
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(h
ttp

://w
w

w
.sec.gov/ru

lse/fin
al/34-42266.h

tm
[h

erein
afer

S
E

C
F

in
alR

u
le]).

（
６２
）

北
村
雅
史
「
株
式
会
社
に
お
け
る
経
営
管
理
機
構
改
革
―
各
種
委
員
会
制
度
を
中
心
に
―
」
法
雑
四
八
巻
四
号
三
一
五
頁
（
二
〇
〇
二

年
）。

（
６３
）

S
ee,

C
orporate

D
irector’s

G
u

idebook,
33

B
u

s.
L

aw
.

1595,
1625-27

(1978)
(con

sider
w

h
eth

er
all

com
m

ittee

position
s

sh
ou

ld
be

filled
by

ou
tside

directors).

（
６４
）

北
村
・
前
掲
注
（
６２
）
三
一
三
頁
。

（
６５
）

太
田
洋
「
米
企
業
改
革
法
を
巡
る
最
新
動
向
及
び
そ
の
影
響
に
つ
い
て
」
月
刊
監
査
役
四
七
一
号
七
頁
（
二
〇
〇
三
年
）。

（
６６
）

始
関
・
前
掲
注
（
１５
）
一
九
頁
。

（
６７
）

始
関
・
前
掲
注
（
１５
）
一
九
頁
。

（
６８
）

吉
本
健
一
「
委
員
会
等
設
置
会
社
に
お
け
る
監
査
委
員
の
資
格
と
職
務
」
月
刊
監
査
役
四
七
二
号
五
頁
（
二
〇
〇
三
年
）。

（
６９
）

内
田
芳
樹
・
稲
田
秀
「
監
査
委
員
会
を
活
用
し
た
米
国
起
業
統
治
の
現
状
と
商
法
改
正
へ
の
示
唆
」
国
際
商
事
法
務V

ol.
29,

N
o.

7

（
二
〇
〇
一
年
）。

（
７０
）

R
egu

lation
S

-B
item

306,17
C

F
R

228.306
;

R
egu

lation
S

-K
item

306,17
C

F
R

229.306.

（
７１
）

韓
国
政
府
の
企
業
支
配
構
造
改
善
の
た
め
に
、
諮
問
を
う
け
た
法
務
法
人
セ
イ
ゾ
ン
、C

ou
dert

B
roth

ers,
In

tern
ation

al

D
evelopm

en
t

L
aw

In
stitu

te
B

ern
ard

S
.

B
lack

教
授
が
企
業
支
配
構
造
事
業
団
に
な
っ
て
、
法
務
部
に
提
出
し
た
国
際
競
争
力
強
化

の
た
め
韓
国
の
企
業
支
配
構
造
最
終
報
告
書
お
よ
び
法
改
正
勧
告
案
（
二
〇
〇
〇
年
六
月
）
を
指
す
。
姜
熙
甲
「
米
国
に
お
け
る
株
式
会
社

の
監
査
委
員
会
制
度
に
関
す
る
最
近
の
動
向
と
示
唆
」
商
事
法
研
究
第
二
〇
巻
第
四
号
六
六
頁
（
二
〇
〇
二
年
）。

（
７２
）

権
鍾
浩
「
監
査
役
制
度
の
改
善
と
監
査
委
員
会
制
度
の
課
題
」
商
事
法
研
究
第
一
九
巻
第
三
号
一
二
六
頁
（
二
〇
〇
一
年
）。

（
７３
）

そ
の
影
響
に
つ
い
て
詳
し
い
の
は
、
太
田
洋
・
前
掲
注
（
６５
）
一
二
頁
。

（
７４
）

前
田
雅
弘
「
経
営
管
理
機
構
の
改
革
」
商
事
法
務
一
六
七
一
号
二
八
頁
（
二
〇
〇
三
年
）。

（
７５
）

A
L

I,su
pra

n
ote

7,§
3.05,3

A
.02,3

A
.04,3

A
.05,1.34.

（
７６
）

N
Y

S
E

,su
pra

n
ote

54,§
3.03.01(b)(2).

（
７７
）

B
lu

e
R

ibbon
C

om
m

ittee,su
pra

n
ote

40,at
1079-1080.
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（
７８
）

前
田
・
前
掲
注
（
７４
）
三
五
頁
。

（
７９
）

森
本
滋
「
委
員
会
等
設
置
会
社
制
度
の
理
念
と
機
能
﹇
中
﹈」
商
事
法
務
一
六
六
七
号
二
三
頁
（
二
〇
〇
三
年
）
参
照
。

（
８０
）

す
な
わ
ち
、
�
会
社
の
外
部
監
査
人
の
推
薦

�
外
部
監
査
人
の
報
酬
、
監
査
契
約
内
容
、
お
よ
び
独
立
性
に
つ
い
て
の
審
査

�
内

部
監
査
担
当
役
員
の
選
任
等
の
審
査

�
外
部
監
査
人
と
取
締
役
会
の
間
、
及
び
内
部
監
査
担
当
役
員
と
取
締
役
と
の
間
の
伝
達
の
チ
ャ
ネ

ル
と
し
て
の
役
務
提
供

�
外
部
監
査
結
果
、
監
査
報
告
書
、
外
部
監
査
人
と
経
営
者
間
の
や
り
と
り
、
内
部
監
査
の
報
告
書
等
の
審
査

�
会
社
の
年
次
の
財
務
諸
表
お
よ
び
外
部
監
査
人
の
監
査
証
明
書
等
の
審
査

�
会
社
の
内
部
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
妥
当
性
に
つ

い
て
外
部
審
査
人
と
内
部
監
査
担
当
役
員
と
の
協
議
お
よ
び
検
討

�
会
計
方
針
の
検
討
等
、
で
あ
る
。A

L
I,su

pra
n

ote
7,at

§
3

A
.03.

（
８１
）

監
査
委
員
会
の
機
能
に
対
し
て
はJerem

y
B

acon
,

T
h

e
A

u
dit

C
om

m
ittee,

C
on

feren
ce

B
oard

R
eport

N
o.766,

T
h

e

C
on

feren
ce

B
oard

In
c.,1979

;
H

u
rb

B
aru

ch
,T

h
e

A
u

d
it

C
om

m
ittee

;
a

gu
id

e
for

d
irectors,H

arvard
B

u
sin

ess
R

eview
,

M
ay-Ju

n
e

1980
;

E
u

gen
e

M
.K

atz,C
h

aracteristics
ofan

effective
A

u
d

itC
om

m
ittee,115

B
an

kin
g

L
.J.37,1988.

（
８２
）

江
頭
憲
治
郎
『
株
式
会
社
・
有
限
会
社
法
』
三
九
八
頁
（
有
斐
閣
、
第
二
版
、
二
〇
〇
二
年
）。

（
８３
）

前
田
庸
「
商
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
要
綱
の
解
説
﹇
	
﹈」
商
事
法
務
一
六
二
三
号
二
三
頁
（
二
〇
〇
二
年
）。

（
８４
）

森
本
滋
・
前
掲
注
（
７９
）
一
八
頁
。

（
８５
）

N
oyes

E
.

L
eech

&
R

obert
H

.
M

u
n

dh
eim

,
T

h
e

O
u

tside
D

irector
of

th
e

P
u

blicly
H

eld
C

orporation
,

31
B

u
s.

L
aw

.

1799,1907-1911
(1976)(discu

ssion
ofth

e
com

m
ittee

system
and

th
e

ou
tside

director
as

u
sed

by
F

en
eralM

otors).

（
８６
）

A
u

rth
u

r
W

.H
ah

n
&

C
arolB

.M
an

zon
i,su

pra
n

ote
10,at

588.“T
o

th
e

exten
t

th
at

﹇ou
tside

directors

﹈possessed

th
e

in
form

ation

﹇to
oversee

m
an

agem
en

t

﹈,th
e

data
w

as
filtered

th
rou

gh
m

an
agem

en
t”.
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